
（平成２２年５月１９日報道資料抜粋）

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 23 件

国民年金関係 6 件

厚生年金関係 17 件

（２）年金記録の訂正を不要と判断したもの 33 件

国民年金関係 8 件

厚生年金関係 25 件

年金記録確認愛知地方第三者委員会分

年金記録に係る苦情のあっせん等について



愛知国民年金 事案 2215 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間のうち、昭和 52 年１月から同年９月までの国民年金保

険料については、納付していたものと認められることから、納付記録を訂正す

ることが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 26年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 49年７月から同年９月まで 

② 昭和 50年８月から 52年９月まで 

    国民年金加入手続については全く覚えていないが、自身で手続をしたはず

である。当時はアルバイトや音楽活動をしていたが、社会保険事務所（当時）

からの連絡又は通知で国民年金を知ったと思う。 

少ないアルバイト料やバンドの給料で、毎月、当該月分の保険料と併せて、

過去の未納期間分の保険料を納付書により納付し続け、完納した時にはほっ

とした思いが強く残っている。 

申立期間の保険料が未納とされているのは納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の国民年金手帳記号番号は昭和 54 年２月に払い出されており、これ

以外に別の記号番号が払い出された形跡は見当たらないことから、このころに

初めて申立人は国民年金被保険者資格取得手続を行ったものとみられる。 

また、申立人が上記国民年金被保険者資格取得手続を行ったとみられる昭和

54 年２月ごろを基準とすると、52 年１月以降の保険料は時効前であったこと

から過年度納付を行うことが可能であったところ、申立人は、当時、現年度保

険料と重複して過去の未納期間の保険料を分割して納付していたことをうか

がわせる主張をしている。 

さらに、申立人は、上記国民年金被保険者資格取得手続時において現年度で

あった昭和 53年度以降の国民年金加入期間において、平成 19年 11月から 20

年３月までの５か月を除き国民年金保険料の未納は無い上、数次にわたる厚生

年金保険と国民年金との切替手続及び住民票異動時の国民年金の住所変更手



続も適切に行っていることなどから、国民年金被保険者資格取得手続後の申立

人の年金に対する関心や保険料の納付に対する意識は高かったことがうかが

われ、納付書が送付されれば確実に保険料を納付するものと思われることから、

上記国民年金被保険者資格取得手続後、発行されたとみられる同手続時点で時

効前であった昭和 52 年１月から 53 年３月までに係る納付書により、52 年９

月までの保険料を納付していたとしても不自然ではない。 

一方、申立人は、上記国民年金被保険者資格取得手続を行ったとみられる時

期に実施されていた第３回特例納付（昭和 53年７月から 55年６月まで実施。）

を利用すれば、同手続により国民年金被保険者資格取得時期とされた 49 年６

月以降の過年度保険料（申立期間は平成 19年 12月の記録訂正により、当初の

資格取得日が昭和 49 年７月に変更されるとともに、それまで未統合であった

同年10月から50年７月までの厚生年金保険被保険者期間が追加されたことに

より確定したもの）をすべて納付することも可能であったが、特例納付は、同

納付を行うとの被保険者の申出に基づき納付書が発行されるものであるとこ

ろ、特例納付について区役所等と相談した記憶が無いとしているなど、自身の

意思で積極的に特例納付の利用について申出を行ったことはうかがえないほ

か、申立人は特例納付を利用しなくても将来の年金受給権の確保は可能であっ

たことから、申立人に対しては、上記のとおり、国民年金被保険者資格取得手

続時点において時効前であった 52 年１月以降の過年度保険料について納付書

が発行されるに至ったとは考えられるものの、申立人が特例納付を行ったとま

では推認し難い。 

加えて、申立人が上記国民年金被保険者資格取得手続を行ったとみられる時

期において既に時効に到達していた申立期間①及び②のうち、昭和 51 年 12

月以前の保険料について納付したことをうかがわせる関連資料（確定申告書、

家計簿等）は無く、ほかにこれら期間の保険料を納付したことをうかがわせる

周辺事情も見当たらない。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、昭

和 52 年１月から同年９月までの国民年金保険料を納付していたものと認めら

れる。 

 



愛知国民年金 事案 2216 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和36年４月から41年３月までの国民年金保険料については納付

していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 15年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 36年４月から 41年３月まで 

    私は両親を早くに亡くしたので、将来のことを考えて昭和 35 年に国民年

金の加入手続をした。40年に結婚してからは妻が保険料を納めていた。 

私の年金記録を見ると、昭和 41 年４月から納付済みになっているが、そ

れ以前は未納とされている。国民年金制度発足当初から保険料を納めている

のに、申立期間が未納とされていることに納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は将来のことを考え、国民年金制度発足前の昭和 35 年ごろ、国民年

金の加入手続を行ったとしているところ、国民年金手帳記号番号払出簿による

と、申立人に国民年金手帳記号番号が払い出されたのは同年 11月ごろであり、

これは申立人の主張とも一致しており、申立期間後の昭和 41年度以降 60歳到

達までの長期間において国民年金保険料の未納は無い上、数次にわたり保険料

の前納も行っているなど、国民年金制度に対する関心及び保険料の納付意識が

高かったことがうかがわれる。 

また、申立人が記憶する申立期間の保険料月額 100円は、当時の実際の保険

料月額と一致しているほか、集金人に納付し、受け取った印紙を国民年金手帳

に貼付
ちょうふ

していたとする保険料の納付方法に係る記憶も、申立人が当時居住して

いたＡ市における保険料の納付方法ともおおむね一致している。 

さらに、申立人は、婚姻前は自身で、婚姻後は妻が保険料を納付していたと

しているところ、婚姻前においては、自身が仕事で不在の時は、隣人（女性）

に保険料を預けて納付していたと具体的に述べており、申立期間当時、当該隣

人と思われる人物が申立人宅の近所に居住していたことが当時の住宅地図で



確認できたことから、その主張にも信ぴょう性がうかがわれる。 

加えて、婚姻後の期間についても、妻は昭和 41 年度以降、申立人の保険料

を未納無く納付していたことが確認できることからみて、申立人と婚姻した

40 年度の保険料のみ未納とするとも考え難く、妻が同年度の保険料を納付し

ていたとしても不自然ではない。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年金

保険料を納付していたものと認められる。 

 

 



愛知国民年金 事案 2217 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間のうち、昭和 48年４月から 49年３月までの国民年金保

険料については、納付していたものと認められることから、納付記録を訂正す

ることが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 18年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 43年 12月から 44年３月まで 

② 昭和 44年９月から 47年３月まで 

③ 昭和 48年４月から 49年３月まで 

    私は、昭和 50 年に区役所で国民年金加入手続を行った時、国民年金保険

料の未納期間が２期間あり、これら期間についてさかのぼって納めることが

できると言われて納めた。 

申立期間の保険料を納付したことが分かる物は無いが、納付があったこと

を認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

国民年金手帳記号番号払出簿によると、申立人の国民年金手帳記号番号が払

い出されたのは昭和 50 年３月であることから、このころに加入手続が行われ

たとみられ、この時点を基準とすると、申立期間③の保険料は過年度納付する

ことが可能であった。 

また、申立人は申立期間③以前の昭和 47年度の保険料を昭和 50年３月に過

年度納付するとともに、49 年度以降の保険料も納付していることが確認でき

ることから、前後の期間を納付しながら、申立期間③のみ納付していないのは

不自然である。 

一方、申立期間①及び②については、加入手続が行われたとみられる時点で、

既に時効が成立しており、保険料を納付することはできなかった。 

また、当時は第２回特例納付実施期間（昭和 49年１月から 50年 12月まで）

であったが、特例納付を区役所で行うことはできず、申立人は納付したとする

保険料額等の記憶も明確ではないことから、特例納付を行ったとは考え難い。 



さらに、申立人は、国民年金の加入手続時に未納期間が２期間あると言われ

たとしているところ、オンライン記録によれば、申立人は、平成 15 年４月７

日に厚生年金保険被保険者期間３期間（昭和 37年３月から 38年５月までの期

間、39 年 12 月から 43 年 11 月までの期間及び 44 年４月から同年８月までの

期間）が統合されていることから、加入手続を行ったとみられる 50 年３月ご

ろの時点においては、国民年金被保険者資格を取得した 38年＊月（20歳到達

時点）から 49 年３月までの期間はすべて未納期間とされており、２期間では

なかったものと考えられる。 

加えて、申立人に対して、別の国民年金手帳記号番号が払い出されたことを

うかがわせる形跡は見当たらず、申立人が申立期間①及び②の保険料を納付し

ていたことを示す関連資料（確定申告書、家計簿等）は無く、ほかに申立期間

①及び②の保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらな

い。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、昭

和48年４月から49年３月までの国民年金保険料を納付していたものと認めら

れる。



愛知国民年金 事案 2218 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 48年４月から 50年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 25年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 48年４月から 50年３月まで 

    会社退職後、昭和 48 年４月にＡ市役所で国民年金の加入手続を行った。

その後、私の国民年金保険料の納付書が自宅に送付されてくるようになり、

私が同市役所Ｂ支所や自宅近くの金融機関で保険料を納付した。納付を証明

するものは無いが、加入手続を行った以降、きちんと保険料を納付してきた

ので、申立期間の保険料が未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間は 24 か月と比較的短期間であり、かつ、申立人は、申立期間を除

く国民年金加入期間において保険料の未納は無く、昭和 57 年度から平成 21

年度までの大半は前納している上、平成５年４月から国民年金基金に加入して

いることから、申立人の国民年金制度に対する関心及び保険料の納付意識は高

かったことがうかがわれる。 

また、国民年金手帳記号番号払出簿によると、申立人の国民年金手帳記号番

号は、周辺の任意加入者の資格取得日の状況から、昭和 50 年７月ごろにＡ市

で払い出されていることから、このころに申立人の国民年金加入手続が行われ、

この手続に際して、さかのぼって資格取得日を 48 年４月１日とする事務処理

が行われたものとみられる。この加入手続時期を基準とすると、申立期間は過

年度納付が可能な期間であり、当該期間の過年度保険料の納付書が送付された

ものと推認できる。 

さらに、申立人は、送付されてきた納付書により自宅近くの金融機関で保険

料を納付したとしていることから、前述のとおり、保険料の納付意識が高かっ

た申立人が送付された納付書により遡及
そきゅう

納付可能な申立期間の保険料を納付

したと考えても不自然ではない。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年金

保険料を納付していたものと認められる。



愛知国民年金 事案 2219 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 46 年１月から同年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 21年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 46年１月から同年３月まで 

    私は、会社退職後の昭和 46 年１月か２月ごろ、Ａ町役場で国民年金の加

入手続をした。加入後の保険料は、母親が同居していた姉（三女）の分と一

緒に母親が死亡（54 年＊月）するまで納付してくれていた。姉については、

国民年金制度発足当初の 36 年４月から母親が死亡するまでの間、母親が保

険料を納付し、保険料の未納は無いことから、私の保険料も決して未納にす

るようなことはなかったはずである。申立期間について姉は納付済みとなっ

ているにもかかわらず、私だけが未納とされていることは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間は３か月と短期間である。 

また、申立人及びその姉（三女）の国民年金加入後から母親が死亡する昭和

54 年＊月までの期間の納付記録を見ると、申立人については、申立期間を除

き国民年金保険料の未納は無く、姉も 36 年４月から保険料の未納は無い上、

申立人及びその姉共に昭和 47年度から 54年度まで前納しており、申立人及び

その姉の保険料を納付していたとする母親は、保険料の納付意識は高かったこ

とがうかがわれる。 

さらに、国民年金手帳記号番号払出簿によれば、申立人の国民年金手帳記号

番号は、昭和 46年８月 10日に払い出されていることから、このころに申立人

の加入手続が行われたとみられ、この手帳記号番号払出日を基準とすると、申

立期間の保険料は過年度納付することが可能であった。 

加えて、申立人と同居していた姉は、申立期間は納付済みとされており、前

述のとおり、保険料の納付意識が高かった母親が申立人の申立期間の保険料を

過年度納付したと考えても不自然ではない。  

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年金

保険料を納付していたものと認められる。



愛知国民年金 事案 2220 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 63 年６月の国民年金保険料については、納付していたものと

認められることから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 39年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 63年６月 

    私が所持している年金手帳には、国民年金の「初めて被保険者となった日」

が昭和 63年６月 21日と記載されている。会社から退職時の手続について説

明され、そのとおり手続して保険料を納付したはずなので、申立期間が未納

とされていることは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

オンライン記録では、申立人の国民年金の資格取得は昭和 63年７月 13日の

第３号被保険者の記録が最初であり、申立期間について資格（第１号被保険者）

を取得した記録は無い。しかし、申立人が所持する年金手帳では、国民年金の

「初めて被保険者となった日」は同年６月 21 日と記載されているほか、「国民

年金の記録」欄には、被保険者となった日は同日で、その種別は「強」と記載

されている。 

また、オンライン記録では、申立人の厚生年金保険被保険者資格喪失日も昭

和 63年６月 21日とされている。 

以上のことから、申立人が国民年金の加入手続を行った際には、申立期間に

ついて、第１号被保険者として資格取得していたことは明らかであり、行政に

おける申立人の年金記録の管理に適正を欠いていた状況がみられる。 

さらに、申立人は、国民年金の加入手続を行った際に保険料を納付したと主

張しているところ、申立人が国民年金の加入手続を行った時点では、申立期間

の保険料は現年度納付することが可能である上、申立人が居住していた市では、

申立期間当時、国民年金の加入手続と同時に保険料を収納していたことが確認

できることから、申立人の主張に不自然さは見当たらない。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年金

保険料を納付していたものと認められる。 



愛知厚生年金 事案 3482 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められることから、申立人のＡ社における資格喪失日に係る記

録を平成５年６月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を 16 万円とするこ

とが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 38年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成５年５月 31日から同年６月１日まで 

私は平成５年６月１日にＡ社から親会社のＢ社に転籍した。しかし、厚生

年金保険の記録は、同年５月 31 日にＡ社で資格喪失し、同年６月１日にＢ

社で資格取得したことになっており、Ａ社の厚生年金保険加入期間が１か月

間欠落している。同社での資格喪失日を同年６月１日に訂正し、同年５月を

厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人から提出された給与明細書、Ｂ社から提出された退職金支給額算定及

び雇用保険の記録から、申立人が平成元年９月６日から８年 11月 15日までＡ

社及びその親会社のＢ社に継続して勤務し（５年６月１日にＡ社からＢ社に異

動。）、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていた

ことが認められる。 

また、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基

づき標準報酬月額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正及び保険給付が

行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められる保険料額及び申立人の

報酬月額のそれぞれに見合う標準報酬月額の範囲内であることから、これらの

標準報酬月額のいずれか低い方の額を認定することとなるところ、申立期間の

標準報酬月額については、給与明細書の保険料控除額から、16 万円とするこ

とが妥当である。 



なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事業

主が、申立人のＡ社における厚生年金保険被保険者の資格喪失日を平成５年５

月 31 日と誤って社会保険事務所（当時）に届け出たことを認めていることか

ら、社会保険事務所は、申立人に係る同年５月の保険料について納入の告知を

行っておらず（社会保険事務所が納入の告知を行ったものの、その後に納付さ

れるべき保険料に充当した場合又は保険料を還付した場合を含む。）、事業主は、

申立期間に係る保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 



愛知厚生年金 事案 3483 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められることから、申立人のＡ社における資格喪失日に係る記

録を平成 19年８月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を 20万円とするこ

とが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 24年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成 19年７月 31日から同年８月１日まで 

厚生年金保険の記録を確認したところ、Ａ社の退職日は平成 19年７月 31

日であるのに、資格喪失日も同日になっているため、７月分の記録が無いこ

とが分かった。同年８月 25 日支給の給与支給明細書から厚生年金保険料が

控除されているので、訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人から提出された給与支給明細書及び所得税源泉徴収簿、Ａ社から提出

された賃金台帳及び退職届、並びに雇用保険の記録から、申立人は、平成 13

年 11月１日から 19年７月 31日まで同社に継続して勤務し、申立期間に係る

厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

また、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基

づき標準報酬月額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正及び保険給付が

行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められる保険料額及び申立人の

報酬月額のそれぞれに見合う標準報酬月額の範囲内であることから、これらの

標準報酬月額のいずれか低い方の額を認定することとなるところ、申立期間の

標準報酬月額については、給与明細書の報酬額から、20 万円とすることが妥

当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事業

主が、申立人のＡ社における厚生年金保険被保険者の資格喪失日を平成 19 年



７月 31日と誤って社会保険事務所（当時）に届け出たと認めていることから、

社会保険事務所は、申立人に係る同年７月の保険料について納入の告知を行っ

ておらず（社会保険事務所が納入の告知を行ったものの、その後に納付される

べき保険料に充当した場合又は保険料を還付した場合を含む。）、事業主は、申

立期間に係る保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 



愛知厚生年金 事案 3484 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75 条本

文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録とされ

ているが、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から

控除されていたことが認められることから、当該記録を取り消し、厚生年金保

険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立人の申立

期間の標準賞与額に係る記録を 150万円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納

付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立ての要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年  月 日 ： 昭和 35年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 19年８月 31日 

厚生年金保険被保険者記録を確認したところ、申立期間の賞与記録が無い

ことが分かった。申立期間のＡ社の役員賞与明細書から、厚生年金保険料が

控除されていることが確認できるので、当該賞与に係る記録を訂正してほし

い。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人から提出された役員賞与明細書及びＡ社から提出された給与所得に

対する所得税源泉徴収簿により、申立人は、その主張する標準賞与額（150万

円）に基づく厚生年金保険料を事業主により申立期間の賞与から控除されてい

たことが認められる。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行について

は、当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後に、事業主から申立期

間当時に事務手続を誤ったとして訂正の届出が行われていることから、社会保

険事務所（当時）は、申立人に係る申立期間の標準賞与額に基づく保険料につ

いて納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を納付する義務を履行

していないと認められる。 



愛知厚生年金 事案 3485 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75 条本

文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録とされ

ているが、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から

控除されていたことが認められることから、当該記録を取り消し、厚生年金保

険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立人の申立

期間の標準賞与額に係る記録を 150万円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納

付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立ての要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年  月 日 ： 昭和 46年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 19年８月 31日 

厚生年金保険被保険者記録を確認したところ、申立期間の賞与記録が無い

ことが分かった。申立期間のＡ社の役員賞与明細書から、厚生年金保険料が

控除されていることが確認できるので、当該賞与に係る記録を訂正してほし

い。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人から提出された役員賞与明細書及びＡ社から提出された給与所得に

対する所得税源泉徴収簿により、申立人は、その主張する標準賞与額（150万

円）に基づく厚生年金保険料を事業主により申立期間の賞与から控除されてい

たことが認められる。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行について

は、当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後に、事業主から申立期

間当時に事務手続を誤ったとして訂正の届出が行われていることから、社会保

険事務所（当時）は、申立人に係る申立期間の標準賞与額に基づく保険料につ

いて納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を納付する義務を履行

していないと認められる。 



愛知厚生年金 事案 3486 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められることから、申立人のＡ社Ｂ支店における資格取得日に

係る記録を昭和 19年 11月１日に、資格喪失日に係る記録を 21年４月 18日に

訂正し、申立期間の標準報酬月額を 19年 11月から 20年３月までは 70円、同

年４月から同年９月までは 160 円、同年 10 月及び同年 11 月は 170 円、同年

12月から 21年３月までは 180円とすることが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 大正 15年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 19年 11月１日から 21年４月 18日まで 

    昭和 18年５月 21日にＡ社に入社し、申立期間については、人事異動で同

社Ｂ支店に転勤したが、52年７月に同社を退職するまで継続して勤務した。

厚生年金保険料も給与から控除されているはずなので、申立期間について、

厚生年金保険の被保険者として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

 申立人から提出されたＡ社の人事記録を記載した職員カード及び同社の永

年勤続者名簿により、申立人は、同社に継続して勤務（昭和 19年 11月１日に

同社Ｃ支店から同社Ｂ支店に異動、21年４月 18日に同社Ｂ支店から同社Ｃ支

店に異動。）していたことが認められる。 

   また、申立人と同時期に、Ａ社Ｃ支店から同社Ｂ支店に異動している同僚４

人には、申立期間において同社同支店の厚生年金保険被保険者記録が確認でき

る。 

これらを総合的に判断すると、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

 また、申立期間の標準報酬月額については、厚生年金保険被保険者台帳の昭

和 19年 10月及び 21 年４月の記録及び職員カードで確認できる昇給の履歴か



ら、19年 11月から 20年３月までは 70円、同年４月から同年９月までは 160

円、同年 10 月及び同年 11 月は 170 円、同年 12 月から 21 年３月までは 180

円とすることが妥当である。 

   なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、申立

期間の健康保険厚生年金保険被保険者名簿の整理番号に欠番が見当たらない

ことから、申立人に係る社会保険事務所（当時）の記録が失われたとは考えら

れない上、資格の取得及び喪失のいずれの機会においても社会保険事務所が申

立人に係る記録の処理を誤るとは考え難いことから、事業主から社会保険事務

所へ資格の得喪等に係る届出は行われておらず、その結果、社会保険事務所は、

申立人に係る昭和 19 年 11月から 21年３月までの保険料について納入の告知

を行っておらず、事業主は、申立期間に係る保険料を納付する義務を履行して

いないと認められる。 



愛知厚生年金 事案 3487 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められることから、申立人のＡ社における資格取得日に係る記

録を昭和59年４月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を26万円とすること

が必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 27年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 59年４月１日から同年８月 13日まで 

私は、昭和 52 年２月から現在に至るまでＢ社及び同社の関連会社である

Ａ社に継続して勤務している。しかし、59 年４月にＢ社からＡ社に異動し

た直後の４か月間の被保険者記録が抜けているので､申立期間について、厚

生年金保険の被保険者として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

雇用保険の記録、Ａ社から提出された在職証明書及びＢ社の回答から判断す

ると、申立人がＢ社及び同社の関連会社であるＡ社に継続して勤務し（昭和59

年４月１日にＢ社からＡ社に異動。）、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことが認められる。 

一方、オンライン記録によれば、Ａ社は、昭和59年８月13日に厚生年金保険

の適用事業所となっており、申立期間において適用事業所であった記録は確認

できないが、Ｂ社は、Ａ社はＢ社の関連会社として同年３月に法人登記された

事業所であり、申立期間当時の従業員数は申立人を含め６人程度であったとし

ていることから、Ａ社は、当時の厚生年金保険法に定める適用事業所の要件を

満たしているものと判断される。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社に係る健康保険厚

生年金保険被保険者原票の昭和59年８月の記録から、26万円とすることが妥当

である。 



なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、Ａ社

が申立期間における事務手続の誤りを認めている上、申立期間は適用事業所と

しての記録管理がなされていない期間であることから、社会保険事務所（当時）

は、申立人に係る申立期間の保険料の納入の告知を行っておらず、事業主は、

申立人の申立期間に係る保険料を納付する義務を履行していないと認められ

る。 



愛知厚生年金 事案3488 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間において厚生年金保険の被保険者であったことが認めら

れることから、Ａ社における申立人の被保険者記録のうち、申立期間に係る資

格喪失日（昭和20年４月１日）及び資格取得日（同年９月１日）を取り消すこ

とが必要である。 

なお、申立期間の標準報酬月額については、１万円とすることが妥当である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男（死亡） 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 大正元年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和20年４月１日から同年９月１日まで 

    昭和８年から43年までＡ社で継続して勤務していたが、申立期間の厚生年

金保険の被保険者記録が無い。私の学歴や職歴等を記したメモや同年に同社

から受けた勤続35年記念の腕時計が残っており、申立期間も勤務していたこ

とは間違いないので、当該期間についても厚生年金保険の被保険者として認

めてほしい。 

   （注）申立ては、死亡した申立人の子が、申立人の年金記録の訂正を求めて

行ったものである。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   健康保険厚生年金保険被保険者名簿によると、申立人は、Ａ社において昭和

17年６月１日に厚生年金保険の資格を取得し、20年４月１日に資格を喪失後、

同年９月１日に同社において再度資格を取得しており、同年４月から同年８月

までの申立期間の被保険者記録が無い。 

しかし、Ａ社から提出された申立人の人事記録及び申立人が同社から受領し

たものとして保有する勤続35年記念の腕時計の刻印から判断すると、申立人は、

申立期間において同社に継続して勤務していたものと認められる。 

また、Ａ社における当時の総務、給与担当者の厚生年金保険被保険者の資格

取得に係る証言並びに同社社史の厚生年金保険の資格取得及び保険料負担に

係る記述から判断すると、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたと推認できる。 



ところで、Ａ社の健康保険厚生年金保険被保険者名簿については、戦災によ

りすべて焼失し、現存する同名簿は、昭和21年当時、在籍していた被保険者を

対象に復元されたものであることが確認できるところ、当該復元された同名簿

における申立人の被保険者記録は、資格喪失日の記載が漏れているなど、社会

保険事務所（当時）の申立人に係る記録管理には不備が認められる。 

以上の事実を前提にすると、申立期間の被保険者記録が無いことの原因とし

ては、事業主の届出誤り、保険者による健康保険厚生年金保険被保険者名簿等

の記入漏れ、同名簿の大規模な焼失等の可能性が考えられるが、同名簿の焼失

等から半世紀も経た今日において、保険者も同名簿の完全な復元をなしえない

状況の下で、申立人及び事業主にその原因がいずれにあるのかの特定を行わせ

ることは不可能を強いるものであり、同人らにこれによる不利益を負担させる

のは相当でないというべきである。 

以上を踏まえて本件を見るに、申立人が申立期間中に継続勤務した事実及び

事業主による厚生年金保険料の控除の事実が推認できること、申立てに係る厚

生年金保険の記録は、事業主がその届出を行った後に焼失した可能性が相当高

いと認められる一方で、この推認を妨げる特段の事情は見当たらないこと等の

諸事情を総合して考慮すると、申立人は、申立期間において厚生年金保険の被

保険者であったことが認められることから、Ａ社における申立人の被保険者記

録のうち、申立期間に係る資格喪失日（昭和20年４月１日）及び資格取得日（同

年９月１日）を取り消すことが必要である。 

また、申立期間の標準報酬月額は、厚生年金保険法及び船員保険法の一部を

改正する法律(昭和44年法律第78号)附則第３条の規定に準じ、１万円とするこ

とが妥当である。 

なお、記録を管理する保険者は、戦災・火災等の大規模な事故により、健康

保険厚生年金保険被保険者名簿が焼失等したことから、現存する厚生年金保険

の記録に相当の欠落が見られる等、記録の不完全性が明らかな場合においては、

当該記録の欠落の原因が申立人又は事業主にあることが特定できない案件に

関して、実情にあった適切な取扱基準を定め、これに対処すべきであるが、現

時点ではこれが十分になされているとは言えない。 



愛知厚生年金 事案 3489 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められることから、申立人のＡ社Ｂ支店における資格取得日に

係る記録を昭和 50 年８月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を８万円と

することが必要である。 

 なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 28年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 50年８月１日から同年９月１日まで 

    私は、昭和 50年４月 15日から 54 年３月 31日までＡ社に勤務していた。

同社では 50年４月 15日から同年８月初めまでは同社Ｃ支店で研修し、引き

続き８月初めから同社Ｂ支店に勤務しているので、申立期間について、厚生

年金保険の被保険者として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   雇用保険の記録、Ａ社から提出された在職期間証明書及び退職者通知書から

判断すると、申立人が同社に継続して勤務し（同社Ｃ支店で研修後、昭和 50

年８月１日に同社Ｂ支店に配属。）、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主に

より給与から控除されていたことが認められる。 

 また、申立期間の標準報酬月額については、Ａ社Ｂ支店における健康保険厚

生年金保険被保険者原票の昭和 50 年９月の記録から、８万円とすることが妥

当である。 

 なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事業

主は、申立人の資格取得に係る届出を社会保険事務所（当時）に誤って提出し、

申立期間に係る厚生年金保険料についても納付していないと認めていること

から、社会保険事務所は、申立人に係る昭和 50 年８月の保険料について納入

の告知を行っておらず、事業主は、申立期間に係る保険料を納付する義務を履

行していないと認められる。



愛知厚生年金 事案 3490 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められることから、申立人のＡ社Ｂ支店における資格取得日に

係る記録を昭和 41年４月３日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を３万 6,000

円とすることが必要である。 

   なお、事業主が申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を履

行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 13年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 41年４月３日から同年５月１日まで 

    入社から退社まで継続してＡ社に勤務していたにもかかわらず、同社本社

から同社Ｂ支店に転勤となった際の厚生年金保険被保険者記録が無いこと

に納得できないので、申立期間について、厚生年金保険の被保険者として認

めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ社が保管している人事記録及び雇用保険の記録から判断して、申立人は同

社に継続して勤務し（昭和 41年４月３日に同社本社から同社Ｂ支店に異動。）、

申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたこと

が認められる。 

   また、申立期間の標準報酬月額については、健康保険厚生年金保険被保険者

名簿の昭和 41年５月の記録から、３万 6,000円とすることが妥当である。 

なお、申立期間に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、Ａ

社は、当時の資料は保管しておらず、申立てどおりの届出を行ったか否かにつ

いては不明と回答しており、ほかに確認できる関連資料及び周辺事情は無いこ

とから、明らかでないと判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業主

が申立てどおりの被保険者資格の取得日に係る届出を社会保険事務所（当時）

に行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が無いこ

とから、行ったとは認められない。



愛知厚生年金 事案 3491 

 

第１ 委員会の結論 

申立人のＡ社における資格取得日は昭和 30 年９月 15 日、資格喪失日は 31

年５月５日であると認められることから、申立期間に係る厚生年金保険被保険

者資格の取得日及び喪失日に係る記録を訂正し、当該期間の標準報酬月額を１

万円とすることが必要である。 

また、申立期間のうち、昭和 30年７月 10日から同年９月 15日までの期間

について、申立人は、当該期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除

されていたことが認められることから、申立人のＡ社における資格取得日に係

る記録を同年７月 10 日に訂正し、当該期間の標準報酬月額を１万円とするこ

とが必要である。 

なお、事業主が申立人に係る当該期間の厚生年金保険料を納付する義務を履

行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

さらに、申立期間のうち、昭和 31年５月５日から同年５月 20日までの期間

について、申立人のＢ社における資格取得日は同年５月５日であると認められ

ることから、当該期間に係る厚生年金保険被保険者資格の取得日に係る記録を

訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 大正 14年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 30年７月 10日から 31年５月 20日まで 

    同じグループ企業内での異動であったため、途中、厚生年金保険被保険者

記録が抜けていることに納得できない。調査の上、申立期間について、厚生

年金保険の被保険者として認めてほしい。 

       

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、申立期間当時、事業主の指示でグループ会社のＡ社に異動して営

業の仕事をしていたと申し立てているところ、オンライン記録により、申立期

間とほぼ同一の期間について、申立人と同姓同名で、同一生年月日の基礎年金

番号に未統合の厚生年金保険被保険者記録（昭和 30年９月 15日資格取得、31

年５月５日資格喪失。）が確認できる。 

   また、申立人のＣ社からＡ社への異動に関する経緯、同社での職務内容等に

関する証言は具体的である上、当時の同僚が、「申立人は、同社に勤務してい

た。私の記憶では、申立人はＣ社からＡ社に異動し、その後、Ｂ社に異動した



と思う。」と証言していることから判断して、申立人がＡ社に勤務していたこ

とが推認できる。 

   これらを総合的に判断すると、当該未統合の被保険者記録は、申立人の記録

であり、申立人のＡ社における資格取得日は昭和 30年９月 15日、資格喪失日

は 31年５月５日であると認められる。 

   また、昭和 30年９月から 31年４月までの標準報酬月額については、当該未

統合の被保険者記録から、１万円とすることが妥当である。 

   申立期間のうち、昭和 30年７月 10日から同年９月 15日までの期間につい

ては、申立人は、「事業主の指示でＣ社からＡ社にグループ間異動したが、給

料は、親会社であるＢ社から出ていたので、自分としては同社から出向してい

たものと思っていた。」と証言している。 

また、当時の同僚は、「申立人と同じ日に、私はＣ社からＢ社に異動したが、

申立人はＣ社からＡ社に異動したと思う。あの当時の同社、Ｃ社及びＢ社は全

部で 100人ほどの会社であり、申立人が途中で辞めたという話は聞いたことが

ない。間違いなく継続勤務していたはずだ。」と証言している上、別の同僚は、

「申立期間当時、Ａ社には給与計算をする部署が無く、Ｂ社まで取りに行って

いた。私も、給与は同社から貰っていると思っていた。」と証言している。 

これらを総合的に判断すると、申立人は、当該期間においてＡ社に継続して

勤務し（昭和 30年７月 10日にＣ社からＡ社に異動。）、当該期間に係る厚生年

金保険料を事業主により給与から控除されているものと認められる。 

   また、当該期間の標準報酬月額については、健康保険厚生年金保険被保険者

名簿の昭和 30年９月の記録から、１万円とすることが妥当である。 

   なお、事業主が申立人に係る保険料を納付する義務を履行したか否かについ

ては、これを確認できる関連資料及び周辺事情は無いことから、明らかでない

と判断せざるを得ない。 

   また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業主

が申立てどおりの被保険者資格の取得日に係る届出を社会保険事務所（当時）

に行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が無いこ

とから、行ったとは認められない。 

   申立期間のうち、昭和 31年５月５日から同年５月 20日までの期間について

は、上記のとおり、複数の同僚が、「申立人は、Ｃ社からＡ社、同社からＢ社

に異動したが、継続勤務していた。」と証言している上、当該期間より前の同

年４月 20 日から、申立人の同社における雇用保険の被保険者記録が確認でき

ることから、申立人の同社における資格取得日は、同年５月５日であると認め

られる。



愛知厚生年金 事案 3492 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められることから、申立人のＡ社における資格喪失日に係る記

録を昭和 44年 11月 20日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を３万 3,000円

とすることが必要である。 

なお、事業主が申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を履

行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名  ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 23年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 44年９月 21日から同年 11月 20日まで 

私が働いていた親会社のＡ社が昭和 44 年９月ごろ、新しく子会社のＢ社

を作った。Ａ社の従業員が選任され、Ｂ社に配属された。親会社から子会社

に配属の際も、休みは全く無かった。申立期間について、厚生年金保険の被

保険者として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

雇用保険の記録及び複数の同僚の証言により、申立人はＡ社に継続して勤務

し（昭和 44年 11月 20日に同社からＢ社に異動。）、申立期間に係る厚生年金

保険料を事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、健康保険厚生年金保険被保険者

原票の昭和 44年８月の記録から３万 3,000円とすることが妥当である。 

なお、事業主が申立人に係る申立期間の保険料を納付する義務を履行したか

否かについては、事業主は当時の資料が無く不明としており、このほかに確認

できる関連資料及び周辺事情は無いことから、明らかでないと判断せざるを得

ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業主

が申立てどおりの被保険者資格の喪失日に係る届出を社会保険事務所（当時）

に行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が無いこ

とから、行ったとは認められない。



愛知厚生年金 事案 3493 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められることから、申立人のＡ社における資格取得日に係る記

録を平成９年９月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を 15 万円とするこ

とが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 42年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成９年９月１日から同年 10月１日まで 

私は、平成９年９月１日からＡ社で働き始め、継続して勤務している。同

社の担当者に私の年金記録の空白期間について確認でき、１か月分の保険料

を納付する旨の返事をもらった。賃金台帳と源泉徴収票の写しを提出するの

で、申立期間について、厚生年金保険の被保険者として認めてほしい。 

     

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人から提出された「平成９年分所得税源泉徴収簿兼賃金台帳」及び「平

成９年分給与所得の源泉徴収票」により、申立人は申立期間にＡ社に勤務し、

申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたこと

が認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、「平成９年分所得税源泉徴収簿

兼賃金台帳」において確認できる保険料控除額から、15 万円とすることが妥

当である。 

なお、事業主が申立人に係る申立期間の保険料を納付する義務を履行したか

否かについては、事業主は不明と回答しているが、厚生年金保険の被保険者記

録における申立人の資格取得日は、雇用保険の記録、健康保険組合の記録及び

厚生年金基金の記録における資格取得日と同じ平成９年10月１日であり、公共

職業安定所、健康保険組合、厚生年金基金及び社会保険事務所（当時）のいず

れもが誤って同日を記録したとは考え難いことから、事業主が同日を厚生年金

保険の資格取得日として届け、その結果、社会保険事務所は、申立人に係る申

立期間の保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、申立期間に係

る保険料を納付する義務を履行していないと認められる。



愛知厚生年金 事案 3494 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められることから、申立人のＡ社Ｂ支店における資格取得日に

係る記録を昭和 58 年５月 31 日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を 11 万

8,000円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 35年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 58年５月 31日から同年６月１日まで 

昭和 58 年４月１日にＡ社に入社し、異動はあるものの継続して勤務して

おり、空白期間が生じるのはおかしい。申立期間について、厚生年金保険の

被保険者として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

雇用保険の記録、健康保険組合の記録及びＡ社の証言から、申立人は、同社

に継続して勤務し（昭和 58年５月 31日に同社本社から同社Ｂ支店に異動。）、

申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたこと

が認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、健康保険組合の昭和 58 年５月

の記録及びＡ社Ｂ支店における健康保険厚生年金保険被保険者原票の同年６

月の記録から、11万 8,000円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事業

主は、申立人の資格取得に係る届出を社会保険事務所（当時）に誤って提出し

たとしていることから、社会保険事務所は、申立人に係る申立期間の保険料に

ついて納入の告知を行っておらず、事業主は、申立期間に係る保険料を納付す

る義務を履行していないと認められる。 



愛知厚生年金 事案 3495 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間②に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除さ

れていたことが認められることから、申立人のＡ社における資格喪失日に係る

記録を昭和 32 年７月５日、Ｂ社における資格取得日に係る記録を同年７月５

日に訂正し、当該期間の標準報酬月額を１万 8,000円とすることが必要である。 

また、申立人は、申立期間③に係る厚生年金保険料を事業主により給与から

控除されていたことが認められることから、当該期間に係る資格喪失日（昭和

32年 11月 26日）及び資格取得日（34年６月５日）を取り消し、申立期間③

の標準報酬月額を 32年 11月から 33年９月までは１万 8,000円、同年 10月か

ら 34年５月までは１万 6,000円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間②及び③の厚生年金保険料を納付す

る義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名  ： 男 

基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 10年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 28年５月１日から 29年９月１日まで 

            ② 昭和 32年７月１日から同年９月１日まで 

            ③ 昭和 32年 11月 26日から 34年６月５日まで 

    私は、昭和 28年５月から 42年７月までＡ社又はＢ社で勤務していた。し

かし、ねんきん特別便により、申立期間が厚生年金保険の被保険者期間で

はないことが判明した。 

    私は、確かにＡ社又はＢ社に継続して勤務していたので、申立期間につい

て、厚生年金保険の被保険者として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間②について、Ｂ社において厚生年金保険被保険者記録が確認できる

同僚が、「私は昭和 31年４月にＡ社に入社した。同社には二人の代表取締役が

いたが、入社後しばらくしてから、それぞれの代表取締役がＢ社及びＣ社を設

立してＡ社を分けることになった。その際、私はＢ社に移ることになったが、

会社が代わっても引き続き同じ仕事をしていた。申立人も私と同様に、Ａ社か



らＢ社に移り継続して勤務していた。」と証言している。 

また、商業登記簿により、Ａ社の代表取締役がＢ社の有限責任社員（同社の

代表社員は同人の息子）となっていることが確認できるとともに、Ａ社が厚生

年金保険の適用事業所ではなくなった昭和 32年７月１日に被保険者資格を喪

失した 17人のうち４人は、Ｂ社が適用事業所となった同年９月１日に同社で

被保険者資格を取得していることが確認できることから、同社は、Ａ社の後継

事業所の一つであると認められる。 

一方、Ａ社は、昭和 32年７月１日に厚生年金保険の適用事業所ではなくな

り、Ｂ社は、同年９月１日に適用事業所となっており、申立期間②においてＡ

社及びＢ社が適用事業所であった記録は確認できないものの、商業登記簿によ

り、Ａ社の解散日は 49年 10月＊日、Ｂ社の設立日は 32年７月＊日であるこ

とが確認できる上、上述の同僚の証言により、同社が適用事業所となった同年

９月１日に被保険者資格を取得している４人以外にも、当該期間中にＡ社又は

Ｂ社で勤務していた者が少なくとも１人は認められることから、Ａ社は、同年

７月１日から同年７月５日までの期間、Ｂ社は、同年７月５日から９月１日ま

での期間において、当時の厚生年金保険の適用事業所の要件を満たしていたも

のと判断される。 

これらを総合的に判断すると、申立人は、申立期間②においてＡ社及びＢ社

に継続して勤務し（昭和32年７月５日にＡ社からＢ社に転籍を伴う異動。）、当

該期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたものと

認められる。 

また、当該期間の標準報酬月額については、申立人のＢ社における健康保険

厚生年金保険被保険者名簿の昭和 32年９月の記録から、１万 8,000円とする

ことが妥当である。 

申立期間③について、申立人は、オンライン記録によると、Ｂ社において昭

和32年９月１日に厚生年金保険の被保険者資格を取得し、同年11月26日に資格

喪失後、34年６月５日に同社において再度資格を取得しており、32年11月から

34年５月までの当該期間の被保険者記録が無い。 

しかし、申立期間③にＢ社での厚生年金保険被保険者記録が確認できる複数

の同僚は、申立人が当該期間も同社に継続して勤務し、職種や身分等の変更も

無かったと証言している上、当該複数の同僚の被保険者記録には欠落期間が無

いことが確認できる。 

これらを総合的に判断すると、申立人は、申立期間③においてＢ社に継続し

て勤務し、当該期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されて

いたものと認められる。 

また、申立期間③の標準報酬月額については、申立人のＢ社における健康保

険厚生年金保険被保険者名簿の昭和 32年 10 月及び 34年６月の記録、並びに

同僚の記録から、32年 11月から 33年９月までは１万 8,000円、同年 10月か



ら 34年５月までは１万 6,000円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事業

主は、申立人に係る申立期間②及び③の厚生年金保険料を納付したとしている

ものの、申立期間②については、Ｂ社が厚生年金保険の適用事業所として記録

管理がなされていない期間であることから、社会保険事務所（当時）は、申立

人に係る当該期間の保険料について納入の告知を行っておらず、また、申立期

間③については、事業主から申立人に係る被保険者資格の喪失届や取得届が提

出されていないにもかかわらず、社会保険事務所がこれを記録することは考え

難いことから、事業主が社会保険事務所の記録どおりの資格の喪失及び取得の

届出を行っており、その結果、社会保険事務所は、申立人に係る当該期間の保

険料の納入の告知を行っておらず（社会保険事務所が納入の告知を行ったもの

の、その後に納付されるべき保険料に充当した場合又は保険料を還付した場合

を含む。）、事業主は、当該期間に係る保険料を納付する義務を履行していない

と認められる。 

一方、申立期間①については、業種Ｄが厚生年金保険法の適用事業所とされ

たのは昭和28年９月１日からであるところ、Ａ社の健康保険厚生年金保険被保

険者名簿により、同社は、同年９月１日に適用事業所となったことが確認でき

る。 

また、Ａ社は、昭和32年７月１日に厚生年金保険の適用事業所ではなくなっ

ており、当時の事業主は既に死亡している上、同社が厚生年金保険の適用事業

所となった28年９月１日に被保険者資格を取得した複数の同僚に聴取しても、

申立人の申立期間①に係る勤務実態をうかがわせる証言を得ることはできな

い。 

このほか、申立人の申立期間①における勤務実態及び厚生年金保険料の控除

について確認できる関連資料及び周辺事情も見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間①に係る厚生年金保険料を事業

主により給与から控除されていたと認めることはできない。 



愛知厚生年金 事案 3496 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除さ

れていたことが認められることから、申立人のＡ社Ｂ支店における資格取得日

に係る記録を昭和 49年３月１日に、資格喪失日に係る記録を 50年３月１日に

訂正し、申立期間の標準報酬月額を 49 年３月から同年８月までは９万 8,000

円、同年９月から 50年２月までは 13万 4,000円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 13年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 49年３月１日から 50年３月１日まで 

    私はＡ社Ｃ支店に勤務していたが、昭和 49 年３月１日に同社Ｂ支店に転

勤となり、同社同支店に 50 年２月末日まで勤務した。しかし、同社同支店

で勤務した期間の厚生年金保険被保険者記録が無いので、調査して、申立期

間について、厚生年金保険の被保険者として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

 複数の同僚の証言、申立人から提出されたＡ社Ｂ支店に係る給与明細書、及

び雇用保険の加入記録により、申立人は、同社に継続して勤務し（昭和 49 年

３月１日に同社Ｃ支店から同社Ｂ支店に、50 年３月１日に同社同支店から同

社Ｄ支店に異動。）、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控

除されていたことが認められる。 

 また、申立期間の標準報酬月額については、給与明細書で確認できる保険料

控除額から、昭和 49 年３月から同年８月までは９万 8,000円、同年９月から

50年２月までは 13万 4,000円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る申立期間の保険料を納付する義務を履行したか否かにつ

いては、事業主は不明としているが、申立期間の健康保険厚生年金保険被保険

者名簿の整理番号に欠番が見当たらないことから、申立人に係る社会保険事務

所（当時）の記録が失われたとは考え難い。また、事業主から申立てどおりに



被保険者資格の取得に係る届出が提出された場合には、その後、被保険者資格

の喪失届も提出されているにもかかわらず、いずれの機会においても社会保険

事務所が当該届出を記録しないとは考え難いことから、事業主から当該社会保

険事務所へ資格の得喪に係る届出は行われておらず、その結果、社会保険事務

所は、申立人に係る昭和 49年３月から 50年２月までの申立期間に係る保険料

について納入の告知を行っておらず、事業主は申立期間に係る保険料を納付す

る義務を履行していないと認められる。 



愛知厚生年金 事案 3497 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間①に係る標準報酬月額の記録については30万円、申立期間

②に係る標準報酬月額の記録については、平成16年６月から同年９月までは56

万円、同年10月から17年７月までは53万円、同年８月から19年４月までは56

万円、同年５月は62万円、同年６月は50万円、同年７月は47万円に訂正するこ

とが必要である。 

なお、事業主が申立期間①に係る上記訂正後の標準報酬月額に基づく厚生年

金保険料（訂正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付す

る義務を履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

一方、事業主は、申立期間②に係る上記訂正後の標準報酬月額に基づく厚生

年金保険料（訂正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付

する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 37年生 

    住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 平成15年８月から16年３月まで 

② 平成16年６月から19年７月まで 

私は、Ａ社に平成 15 年８月から 16 年４月まで、Ｂ社に同年５月から 19

年８月まで勤務していた。 

ねんきん特別便により被保険者期間は確認できたが、標準報酬月額につい

ても確認したいため、社会保険事務所（当時）に年金記録を照会したところ、

申立期間に係る標準報酬月額は、給与総支給額に比べ低いことが分かった。 

私が保管する給与明細書により、総支給額が申立期間に係る標準報酬月額

より高いことが確認できるので、当該記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  申立人が保管しているＡ社及びＢ社における給与明細書により、申立人は申

立期間①及び②において、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

また、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基



づき標準報酬月額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正及び保険給付が

行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められる保険料額及び申立人の

報酬月額のそれぞれに見合う標準報酬月額の範囲内であることから、これらの

標準報酬月額のいずれか低い方の額を認定することとなる。 

したがって、申立期間①及び②の標準報酬月額については、給与明細書にお

いて確認できる保険料控除額から、平成15年８月から16年３月までは30万円、

同年６月から同年９月までは56万円、同年10月から17年７月までは53万円、同

年８月から19年４月までは56万円、同年５月は62万円、同年６月は50万円、同

年７月は47万円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る申立期間の保険料の事業主による納付義務の履行につい

ては、幾度にわたり照会したがＡ社及びＢ社の事業主から回答が得られず、申

立期間①については、ほかに確認できる関連資料及び周辺事情は無いことから、

明らかでないと判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、Ａ社の

事業主が申立てどおりの報酬月額に係る届出を社会保険事務所に行ったか否

かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情は無いことから、行っ

たとは認められない。 

一方、申立期間②については、給与明細書において確認できる保険料控除額

に見合う標準報酬月額と社会保険事務所で記録されている標準報酬月額が平

成16年６月から19年７月までの長期間にわたり一致していないことから、事業

主が給与明細書において確認できる保険料控除額に見合う報酬月額を届け出

ておらず、その結果、社会保険事務所は、当該期間に係る上記訂正後の標準報

酬月額に基づく保険料（訂正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除

く。）について納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を納付する

義務を履行していないと認められる。



愛知厚生年金 事案3499 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められることから、申立人のＡ社Ｂ支店における資格取得日に

係る記録を昭和 38 年 11 月 18 日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を２万

6,000円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和８年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和38年11月18日から39年４月１日まで 

    私は、定年まで継続してＡ社に勤務したが、社会保険事務所（当時）の記

録では、転勤時に５か月の空白期間がある。退職金支給明細書では、この期

間も在職として退職金算定期間に含まれている。申立期間について、厚生年

金保険の被保険者として認めてほしい。 

     

第３ 委員会の判断の理由 

申立人から提出された退職金支給明細書、Ａ社の人事記録及び健康保険組合

の記録から判断すると、申立人が同社に継続して勤務し（昭和38年11月18日に

同社Ｃ支店から同社Ｂ支店に異動。）、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、健康保険厚生年金保険被保険者

原票の昭和39年４月の記録から、２万6,000円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事業

主が申立てどおりの届出を行っていなかったと手続の誤りを認めていること

から、事業主が昭和39年４月１日を資格取得日として届け、その結果、社会保

険事務所は、申立人に係る38年11月から39年３月までの保険料の納入の告知を

行っておらず、事業主は、申立期間に係る保険料を納付する義務を履行してい

ないと認められる。 



愛知国民年金 事案 2221 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の平成５年 11 月から６年１月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 42年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成５年 11月から６年１月まで 

    私は平成５年 11 月に勤務先を退職した後、国民年金に加入し保険料を納

付していたと思うので、申立期間について国民年金保険料を納付していたこ

とを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、平成５年 11 月に勤務先を退職したため、厚生年金保険被保険者

資格喪失後に国民年金に加入し保険料の納付を行っていたと思うとしている

が、申立期間の国民年金加入手続に関する記憶は曖昧
あいまい

であり、申立人からの聴

取においても、申立期間の国民年金加入手続を行っていたことをうかがえるま

での周辺事情も得られなかった。 

また、オンライン記録によると、申立人は平成 17 年４月に初めて国民年金

被保険者資格を取得したこととされており、基礎年金番号以外に申立人に対し

て国民年金手帳記号番号が払い出された形跡はうかがわれないことから、申立

期間は国民年金に未加入であったものとみられる。このため、申立人に対して

申立期間の保険料に係る納付書も発行されていなかったものと考えられると

ころ、申立人は申立期間の具体的な保険料の納付方法、納付場所等の記憶も明

確ではない。 

さらに、申立人が申立期間の保険料を納付していたことを示す関連資料（確

定申告書、家計簿等）も無く、ほかに申立期間の保険料を納付していたことを

うかがわせる周辺事情も見当たらない。  

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。



愛知国民年金 事案 2222 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 62 年１月から平成２年６月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 42年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 62年１月から平成２年６月まで 

    申立期間当時は、勤務していたＡ社が厚生年金保険に未加入だったので、

国民年金に加入し、申立期間の保険料を納付していたはずである。 

申立期間の保険料を納付していたことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は20歳に到達した昭和62年＊月から国民年金保険料を納付したとし

ているが、国民年金被保険者資格取得手続を行った時期、場所、申立期間の保

険料の納付金額等について記憶は無いとしている。 

また、申立期間当時、申立人に国民年金手帳記号番号が払い出された形跡が

無く、申立人が国民年金に加入した事実が確認できないこと、申立人の国民年

金被保険者資格取得年月日は平成８年 12月 29日とされていること、及びオン

ライン記録上、申立人の国民年金被保険者資格取得手続は基礎年金番号制度が

導入された９年１月１日より後に初めて行われたとみられることから、申立人

は、申立期間当時、国民年金には未加入であったことになり、保険料を納付す

ることはできなかったものと考えられる。 

さらに、申立人が申立期間の保険料について納付していたことを示す関連資

料（確定申告書、家計簿、日記等）は無く、ほかに申立期間の保険料を納付し

ていたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。 

 



愛知国民年金 事案 2223 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 50年３月から 53年７月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 30年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 50年３月から 53年７月まで 

    私は大学生でＡ市に住んでいたが、20 歳になると同時に、私の両親が私

の国民年金加入手続をしてくれたと記憶しているので、申立期間について保

険料の納付があったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間の国民年金加入手続及び国民年金保険料の納付に直接関

与しておらず、これらを行ったとする父親は既に死亡しており、また、母親は

高齢のため国民年金加入手続、申立期間の保険料納付等の状況について確認す

ることはできず、申立期間に係る国民年金加入手続及び保険料の納付の状況は

不明である。 

さらに、申立人は 20 歳になると同時に両親が申立人に係る国民年金加入手

続を行ったと思うとしているが、申立人の国民年金手帳記号番号は昭和 57 年

３月ごろにＢ市で払い出されており、これ以外に申立人に対して別の記号番号

が払い出されたことをうかがわせる形跡も見当たらないことから、申立人に係

る国民年金加入手続はこのころに初めて行われたものとみられる。このことか

ら、申立期間当時、申立人は国民年金に未加入であったこととなり、両親は申

立人の申立期間の保険料を納付することはできなかったと考えられる。 

加えて、両親が、申立人の申立期間の保険料を納付したことをうかがわせる

関連資料（確定申告書、家計簿等）は無く、ほかに申立期間の保険料を納付し

たことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。 



愛知国民年金 事案 2224（事案 914の再申立て） 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 53年 10月から 56年 12月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 28年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 53年 10月から 56年 12月まで 

    私は、勤めていた会社が倒産した昭和 53年 10月、Ａ市Ｂ区役所で国民健

康保険と国民年金の加入手続をした。国民年金保険料は、国民健康保険料と

一緒にいくらだったかよく覚えていないが、当初は郵送されてきた納付書で

同区役所か銀行で納付し、その後、３か月ごとに同区役所Ｃ支所で納付して

いた。当時、保険年金課の窓口の近くの市民税課に勤務していた知り合いの

Ｄさんと話したことを記憶している。申立期間の保険料を納付したことを示

す資料は無いが、申立期間が未納とされているのは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間に係る申立てについては、申立人が、国民年金加入手続をしたとす

るＡ市Ｂ区役所Ｃ支所において、申立人の国民年金手帳記号番号が払い出され

た形跡が無い上、同支所には申立人の被保険者名簿も残存しないこと、また、

申立人は、昭和 53 年に同支所で国民年金の加入手続を行い、その後３か月に

１回、１か月当たり 1,000円ぐらい納付したと主張しているが、同支所が国民

年金を取り扱うようになったのは、54 年５月以降である上、当時（53 年４月

から 54年３月まで）の保険料月額も 2,730 円であり、申立人の主張とは異な

ること等から、既に当委員会の決定に基づき、平成 21 年１月９日付け年金記

録の訂正は必要でないとする通知が行われている。 

申立人は、今回、加入手続場所はＡ市Ｂ区役所Ｃ支所ではなく、同市同区役

所であったとし、保険料納付金額は国民健康保険料であり、国民年金保険料額

については記憶が無いとする主張に変更した上、申立人が保険料を納付した窓

口付近で申立人と会話したとするＤさんの証言書を提出しているものの、申立

期間の保険料を納付したことをうかがわせるものとまでは言えないほか、申立



人が同市同区役所で加入手続を行い、申立期間の保険料を同市同区役所、金融

機関及び同区役所同支所で納付していたことをうかがわせる新たな資料及び

情報の提出は無く、納付金額の記憶等も無いことから、これは当委員会の当初

の決定を変更すべき新たな事情とは認められず、そのほかに委員会の当初の決

定を変更すべき新たな事情は見当たらないことから、申立人は、申立期間の国

民年金保険料を納付していたものと認めることはできない。 

 

 



愛知国民年金 事案 2225 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の平成 12年 12月及び 13年１月の国民年金保険料については、納付

していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 43年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 12年 12月及び 13年１月 

    会社退職後の平成 13年１月ごろ、Ａ市役所で国民年金加入手続を行った。

国民年金保険料の納付については、同年２月から次の会社に就職することが

決まっていたので、国民年金加入期間となる申立期間の保険料を納付書によ

り同市役所で納付した記憶がある。申立期間の保険料を納付していたことを

示す資料は無いが、申立期間について未納とされているのは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、平成 13 年１月ごろ、Ａ市役所で国民年金加入手続を行い、申立

期間の国民年金保険料を納付書により同市役所で納付したとしているところ、

申立人は、国民年金加入手続時における具体的な状況及び納付金額については

よく覚えていないとしており、申立人の加入手続及び保険料納付状況に係る記

憶は曖昧
あいまい

である。 

また、オンライン記録によると、申立人が国民年金に加入し、申立期間の保

険料を納付していたことをうかがわせる形跡は見当たらず、申立人は、厚生年

金保険被保険者資格を喪失した平成 12年 12 月 21日付けで未加入期間国民年

金適用勧奨者とされ、14年８月 27日に「未適用者一覧表」が作成されている。

このことは、申立人が所持する年金手帳の国民年金の記録欄の資格取得年月日

には何の記載も無いとしている上、Ａ市においても申立人が国民年金に加入し、

申立期間の保険料を納付していたことを示す記録も存在しないとしているこ

ととも符合する。このため、申立期間は国民年金未加入期間となり、当該期間

の保険料を納付することはできなかったものとみられる。 

さらに、申立人が申立期間の保険料を納付していたことを示す関連資料（確



定申告書、家計簿等）は無く、ほかに申立期間の保険料を納付していたことを

うかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。 

 

 



愛知国民年金 事案 2226 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 43年７月から 51年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 22年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 43年７月から 51年３月まで 

    申立期間当時の私の実家は事業所を営んでいて、私に加え、私の母親、兄

及び弟二人が国民年金に加入し、保険料は母親が家に来る集金人に納付して

いた。保険料に充てるお金が入った財布と国民年金手帳の保管場所を知って

いたので、母親がいない時には、私が代わりに納付していた。それにもかか

わらず、私たち兄弟姉妹に関して兄と次弟の保険料は納付済みとされている

のに、私の分が未納とされていることを知り驚いた。しかも、長弟の分に至

っては国民年金手帳記号番号すら無いとのことである。 

申立期間の保険料は母親か私が納付していたはずであり、未納とされてい

ることは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、会社退職（昭和 43 年７月）後に、母親が申立人の国民年金加入

手続を行い、保険料は、実家が営む事業所を訪れる集金人に母親か申立人が兄

弟の分と共に納付していたとしている。 

しかし、国民年金手帳記号番号払出簿には、申立人の国民年金手帳記号番号

は昭和 51年 10月に払い出されたと記載されている。国民年金手帳記号番号払

出簿を縦覧調査しても、申立期間当時に、申立人が居住していたとするＡ市Ｂ

区で申立人に対して国民年金手帳記号番号が払い出された記録は確認できな

い。また、申立人は、申立期間当時から婚姻（57 年５月）するまで転居した

ことは無いとしているなど、別の国民年金手帳記号番号が払い出されていたこ

とをうかがわせる事情も見当たらない。 

このことから、申立人の国民年金加入手続は昭和 51年 10月ごろに行われ、

その際に、申立人が20歳になった42年＊月にさかのぼって資格取得（後日に、



厚生年金保険被保険者期間が判明したため、43年７月資格取得と訂正。）した

ものと推認され、申立期間当時には加入手続が行われていなかったことから、

保険料を納付することはできなかったと考えられる。 

また、申立人の国民年金加入手続が行われたと推認される時点では、申立期

間のうち昭和49年７月から51年３月までの保険料を過年度納付することが可

能であるが、申立人は、さかのぼってまとめて納付したことや金融機関で納付

したことは無いとしており、当該期間の保険料が過年度納付されていたことを

うかがわせる周辺事情も見当たらない。 

さらに、申立人は、母親が不在時には、申立人が国民年金保険料を納付して

おり、その納付方法については、申立人が婚姻するまで、集金人に納付し国民

年金手帳に印を押してもらっていたとしている。しかし、Ａ市では、昭和 50

年度からは、集金人に納付する場合でも、国民年金手帳による印紙検認方式か

ら領収書を交付する方式に変更されていたとしているほか、集金人制度は申立

人の婚姻前の 53年度末で廃止されており、申立人の記憶と相違する。 

加えて、申立人が、申立期間当時に一緒に国民年金保険料を納付していたと

する家族のうち、長弟については、国民年金の資格を取得した記録は無く、申

立人の国民年金加入手続が行われたと推認される時期とほぼ同時期の昭和 52

年１月に、実家が営む事業所で厚生年金保険の資格を取得している。 

その上、申立人は、実家が営む事業所に勤務していた元事務員が申立人家族

の国民年金保険料の納付状況を承知していると述べているが、その元従業員は、

申立期間の前の昭和 43 年６月に退職しており、申立期間当時の状況は知り得

ないほか、申立期間当時に保険料を納付していたとする母親は死亡しており、

その状況を確認することはできない。 

このほか、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関

連資料（確定申告書等）は無く、ほかに申立期間の保険料を納付していたこと

をうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。 

 

 



愛知国民年金 事案 2227 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 51年５月から 56年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 28年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 51年５月から 56年３月まで 

    私は、結婚後に母親から、これからは自分で国民年金保険料を納付するよ

うにと言われて、自分で納付し始めたことを覚えている。私が会社を退職し

てからは、両親が私の保険料を納付していたはずであり、私自身も結婚後に

Ａ市役所で納付していたので、申立期間に国民年金に加入しておらず、保険

料を納付していないとされていることは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、会社を退職（昭和 51 年４月）後に、父親が国民年金の加入手続

をしてくれたと思うとしている。 

しかし、国民年金手帳記号番号払出簿には、申立人の国民年金手帳記号番号

は申立人の婚姻（昭和 54年 12月）後の 56年５月に払い出されたと記載され

ており、申立人は当該国民年金手帳記号番号により、同年４月に任意加入とし

て国民年金の資格を取得している。国民年金手帳記号番号払出簿を縦覧調査し

ても、申立期間当時に、申立人が居住するＡ市で申立人に対して国民年金手帳

記号番号が払い出された記録は確認できず、申立人は 47 年１月以降、住民登

録の異動は無いなど、別の国民年金手帳記号番号が払い出されていたことをう

かがわせる事情も見当たらない。このため、申立人の国民年金加入手続は 56

年４月に行われたものと推認され、申立期間当時には加入手続が行われていな

かったことから、保険料を納付することはできなかったと考えられる。 

また、申立人の夫は厚生年金保険被保険者であり、申立期間のうち婚姻後の

期間は、申立人は国民年金の任意加入対象者に該当する。任意加入の対象期間

については、制度上、加入手続の時点からさかのぼって資格取得することはで

きない。このこともあり、申立人の資格取得は昭和 56 年４月とされており、



婚姻前の期間についても、資格取得した記録は無いことから、加入手続後に申

立期間にさかのぼって保険料を納付することもできない。 

さらに、申立人は、婚姻後に、母親から言われて自分で国民年金保険料を納

付するようになったとしているが、その時期についての明確な記憶は無いほか、

昭和 56 年４月に行われたと推認される加入手続についても、自らが手続した

ことは無いとしている。 

加えて、申立人は、申立期間の国民年金加入手続及び婚姻前の保険料納付に

関与しておらず、これらを行ってくれたとする両親は死亡しており、その状況

を確認することはできない。 

このほか、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関

連資料（家計簿等）は無く、ほかに申立期間の保険料を納付していたことをう

かがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。 

 

 



愛知国民年金 事案 2228 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 42年 11月から 47年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 22年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 42年 11月から 47年３月まで 

    私は、昭和 42 年の春、Ａ町で小売業をしていた夫の家族の家に住所を移

した。私が 20 歳になった時、夫の母が、国民年金に入らなければいけない

と言い、その後、夫の母から、手続に行って来たよと言われた覚えがあり、

その後は、家族と一緒に保険料を納付してくれていたので、申立期間が未納

とされていることは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、20歳（昭和 42年＊月）になったころ、夫の母親が、申立人の国

民年金の加入手続を行い、保険料を納付してくれていたとしている。 

しかし、国民年金手帳記号番号払出簿によれば、申立人の国民年金手帳記号

番号は昭和 50 年１月に払い出されており、申立人が所持する国民年金手帳に

は同年１月発行と記載されている。国民年金手帳記号番号払出簿を縦覧調査し

ても、申立期間当時に、Ａ町において、申立人に対し国民年金手帳記号番号が

払い出された記録は確認できず、申立人は 42年３月以降平成 17年まで住民登

録の異動は無いなど、別の国民年金手帳記号番号が払い出されていたことをう

かがわせる事情は見当たらない。 

また、申立人の国民年金被保険者台帳（マイクロフィルム）には、昭和 47

年度及び 48年度の保険料が昭和 50年２月に納付されたとの記載がある。 

以上のことから、夫の母親は、昭和 50 年１月ごろに、申立人の国民年金加

入手続を行い、その後に昭和 47年度及び 48年度の保険料をさかのぼって納付

したものと推認される。このため、申立人は、申立期間当時には国民年金に未

加入であり、保険料を納付することはできなかったと考えられる。 

さらに、申立人の国民年金加入手続が行われたと推認される時点では、申立



期間の保険料は時効により納付できないが、その当時は、時効となった保険料

を納付することができる特例納付の実施期間中であった。しかし、申立人は申

立期間の保険料納付に関与しておらず、特例納付が行われていたことをうかが

わせる周辺事情は見当たらない。 

加えて、申立人の国民年金加入手続及び保険料納付を行ってくれたとする夫

の母親は死亡しており、当時の状況を確認することはできない。 

このほか、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関

連資料（家計簿等）は無く、ほかに申立期間の保険料を納付していたことをう

かがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。 

 

 

 



                    

  

愛知厚生年金 事案 3498 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることは

できない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 16年生 

住 所 ：  

   

２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： ① 昭和 33年１月６日から 36年１月 17日まで 

② 昭和 36年１月 12日から同年９月 13日まで 

③ 昭和 36年９月 15日から 39年１月９日まで 

 私は脱退手当金裁定請求書を提出して、脱退手当金を受給した記憶は無い。

申立期間について、被保険者として復活させ、年金額に反映してほしい。 

    

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人の健康保険厚生年金保険被保険者名簿及び同原票には脱退手当金の

支給を意味する「脱」の表示が記されているとともに、申立期間の脱退手当

金は、申立人が勤務した３事業所の被保険者期間すべてがその計算の基礎と

され、支給額に計算上の誤りは無く、申立期間に係る厚生年金保険被保険者

資格喪失日から約７か月後の昭和 39年８月 24日に支給決定されているなど、

申立期間について一連の事務処理に不自然さはうかがえない。 

   また、申立人の厚生年金保険被保険者期間の被保険者記号番号は、申立期間

と申立期間後の被保険者期間は別の番号となっており、脱退手当金を受給し

たために番号が異なっているものと考えるのが自然である上、申立人から聴

取しても受給した記憶が無いというほかに脱退手当金を受給していないこと

をうかがわせる事情は見当たらない。 

これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申立期

間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 



                    

  

愛知厚生年金 事案3500 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 26年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和43年６月１日から46年11月６日まで 

私は、昭和43年６月１日にＡ社に入社し、49年４月30日に退職したが、厚

生年金保険の記録が46年11月６日からとなっているので、申立期間について、

厚生年金保険の被保険者として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

 Ａ社の申立期間当時の事業主の妻及び同僚の証言から判断して、申立人が申

立期間に同社に勤務していたことはうかがえる。 

しかし、商業登記簿によれば、Ａ社は、平成５年８月＊日に解散しており、

当時の事業主も死亡している上、事業主の妻及び同僚からも、申立人に係る厚

生年金保険等の取扱いについては証言が得られない。 

また、Ａ社は、昭和46年11月６日に厚生年金保険の適用事業所となっており、

申立期間において適用事業所であった記録は確認できない。 

さらに、Ａ社の健康保険厚生年金保険被保険者原票の最初の資格取得者は、

申立人のほか、同社の事業主及びその妻を含めて全員で９人であり、いずれも

資格取得日が昭和46年11月６日となっていることが確認できるところ、複数の

同僚は、適用事業所となる以前は給与から厚生年金保険料を控除されていなか

ったと証言している。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認で

きる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。 



                    

  

愛知厚生年金 事案3501 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 22年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和58年10月26日から59年12月１日まで              

    私は、Ａ社で運転手として働いていたが、昭和58年10月から59年11月まで

の厚生年金保険の記録が抜けている。申立期間について、厚生年金保険の被

保険者として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

 Ａ社の厚生年金保険被保険者記録が認められる複数の同僚は、同社が倒産し

た昭和59年10月か11月ぐらいまで、申立人と一緒に同社で勤務し、事業団から

未払給与の立替払を受けた旨証言しており、申立人も当該立替払のことを記憶

していることから、退職した時期は明らかではないが、申立人が申立期間に同

社に勤務していたことは推認できる。 

しかし、Ａ社は、昭和59年に破産宣告を受け、60年11月＊日に破産廃止決定

確定しており、当時の事業主及び社会保険事務を担当していた役員は、死亡し

ているため、申立人に係る厚生年金保険等の取扱いについて確認できない。 

また、Ａ社は、昭和58年10月26日に厚生年金保険の適用事業所ではなくなっ

ており、申立期間において適用事業所であった記録は確認できないところ、同

社の健康保険厚生年金保険適用事業所台帳によると、「全喪年月日」欄の右隣

に「58.10.31」と、同社からの全喪届出の受付年月日とみられる記載が認めら

れる。 

さらに、昭和58年10月26日までＡ社の厚生年金保険被保険者資格が確認でき

る申立人及び同社の代表者を含む15人全員が、同日に厚生年金保険の資格を喪

失していることが確認できる上、この15人の健康保険厚生年金保険被保険者原

票に、「喪失58.11.１」と社会保険事務所（当時）における喪失届の処理日が

記載されている。 



                    

  

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認で

きる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

     これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業

主により給与から控除されていたと認めることはできない。



                    

  

愛知厚生年金 事案3502 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 10年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和27年12月８日から28年８月１日まで 

                         ② 昭和29年10月13日から30年８月１日まで 

社会保険庁（当時）の記録では、Ａ社における厚生年金保険被保険者記録

が昭和29年４月21日から同年６月25日までの期間となっている。実際は、申

立期間①及び②において、同社の正社員として勤務しており、上司及び同僚

のことも覚えているので、申立期間について、厚生年金保険の被保険者とし

て認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①及び②について、同僚の証言及びＯＢ懇親会の写真から、期間の

特定はできないものの、申立人がＡ社に勤務していたことはうかがわれる。 

しかしながら、複数の同僚は、「昭和27年４月に学校を卒業して入社したが

厚生年金保険の加入は28年８月からである。」、「Ａ社には１年半ほど勤務し

たが厚生年金保険の加入は資格喪失前の５か月のみである。」等と証言してい

ることから、同社では、当時、入社後直ちに厚生年金保険の被保険者資格を取

得させていなかった状況がうかがえる。 

また、Ａ社は、当時の賃金台帳等の資料は残っていないと回答しており、申

立人の申立期間①及び②の保険料控除について確認できない。 

さらに、申立期間①及び②のＡ社の健康保険厚生年金保険被保険者名簿には

申立人の氏名が無く、健康保険番号に欠番も無いことが確認できる。 

このほか、申立人の申立期間①及び②に係る勤務実態及び厚生年金保険料の

控除について確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間①及び②に係る厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。



                    

  

愛知厚生年金 事案3503 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和３年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和25年８月から26年７月まで 

    ねんきん特別便の「年金記録のお知らせ」により、Ａ社での厚生年金保険

の加入記録が欠落していることを知った。 

申立期間については、Ａ社で勤務していたので、厚生年金保険の被保険者

として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間においてＡ社で勤務していたと主張しているが、同社は、

既に厚生年金保険の適用事業所ではなくなっており、申立人の人事記録、賃金

台帳等の資料を確認できない上、同社の関連会社とされるＢ社も、当時のこと

は不明であると回答している。 

また、申立期間当時、Ａ社で勤務していた同職種の同僚からは、申立人の同

社での勤務に係る証言を得ることはできず、申立人のことを知っていたとする

Ｂ社で勤務していた同僚は、「申立人がいつから勤務していたかは不明。当時

は試用期間もあり、非正規職員も若干いたと思う。」と証言しており、申立人

のＡ社における勤務実態は確認できない。 

さらに、申立人は、申立期間後の昭和26年８月１日にＡ社の関連会社とされ

るＢ社において厚生年金保険の被保険者資格を取得していることが確認でき

るが、Ａ社及びＢ社の健康保険厚生年金保険被保険者名簿には、申立期間に申

立人の氏名は無く、健康保険番号に欠番も無い。 

このほか、申立人の申立期間に係る勤務実態及び厚生年金保険料の控除に

ついて確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

  これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたと認めることはできない。



                    

  

愛知厚生年金 事案3504 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 17年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和32年10月30日から同年11月１日まで 

    私は、昭和32年６月１日から同年10月末日までＡ社に在職しており、最後

の給与から同年10月分の厚生年金保険料が控除されていたので、厚生年金保

険被保険者の資格喪失日が同年10月30日とされているのは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ社は、既に昭和39年５月26日に厚生年金保険の適用事業所に該当しなくな

っており、当時の事業主の連絡先も不明であることから、申立人の申立期間の

勤務実態及び厚生年金保険の取扱いについて確認することができない。 

また、Ａ社の健康保険厚生年金保険被保険者名簿において、昭和29年４月か

ら35年６月までの間に厚生年金保険被保険者の資格を取得した31人の被保険

者記録を調査したところ、資格喪失日が月初日である者は５人のみであり、残

りの26人の資格喪失日は、月末又は月の途中であることから、申立期間当時の

同社では、月末退職及び翌月１日を資格喪失日とする習慣が無かったことがう

かがえる。 

さらに、申立人は、「昭和32年10月30日及び同年10月31日は、体調不良によ

り欠勤した。」と述べており、申立期間において勤務実態は無かったことがう

かがえる。 

   このほか、申立人の申立期間における勤務実態及び厚生年金保険料の控除に

ついて確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

   これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。



                    

  

愛知厚生年金 事案 3505 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏 名 : 女 

基礎年金番号 :   

生 年 月 日 : 昭和 25年生 

住 所 :  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 : 昭和 46年４月１日から 47年８月１日まで 

新卒でＡ社に４月から入社したが、厚生年金保険の記録は翌年の８月から

なので、調査をして厚生年金保険の記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された人事資料及び諸給与支払内訳明細書により、申立人は、

申立期間において同社に勤務していたことが認められる。 

しかし、Ａ社から提出された当該明細書によると、申立人は、申立期間に係

る厚生年金保険料を給与から控除されていないことが確認できる。 

また、Ａ社から提出された健康保険厚生年金保険被保険者資格取得確認およ

び標準報酬決定通知書によると、申立人の被保険者資格取得日は、昭和 47 年

８月１日と記載されており、オンライン記録と一致している。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。 



                    

  

愛知厚生年金 事案3506 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和７年生 

    住 所 ：  

              

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和25年11月から30年３月まで 

    申立期間についてはＡ社に勤務していたので、厚生年金保険の被保険者と

して認めてほしい。 

       

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人の具体的な申立内容及び同僚の証言から判断して、申立人が、申立期

間当時、Ａ社に勤務していたことは推認できる。 

しかしながら、申立人及び同僚の一人が、「申立期間当時、Ａ社の従業員数

は二十数人であった。」と証言しているところ、同社に係る健康保険厚生年金

保険被保険者名簿における申立期間当時の厚生年金保険被保険者数は９人の

みである上、申立期間前後の昭和 24年から 31年までの間に同社において資格

を取得した者は一人しかおらず、申立人と一緒にＢ社からＡ社に転職した同僚

についても、申立人と同様に、同社における被保険者記録は確認できないこと

から、同社においては、申立期間当時、一部の従業員については厚生年金保険

被保険者の資格取得手続を行わない取扱いをしていたものと考えられる。 

また、Ａ社は昭和 31 年２月＊日に解散しており、申立期間当時の事業主は

連絡先が不明で証言が得られないため、申立人の申立期間における厚生年金保

険料控除について確認できない。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認で

きる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

   これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。



                    

  

愛知厚生年金 事案 3507 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 37年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 58年９月１日から 61年 11月１日まで 

私は、給料計算を担当しており、保険料を差し引いて給料の振り込みをし

ていたので、申立期間について、厚生年金保険の被保険者として認めてほし

い。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された退職所得申告書及び雇用保険の記録により、申立人が申

立期間当時に同社に勤務していたことが推認できる。 

しかし、オンライン記録によると、Ａ社は、昭和61年11月１日に厚生年金保

険の適用事業所となっており、申立期間において適用事業所であった記録は確

認できない。 

また、申立人が勤務する前から勤務していたとする同僚５人及び申立人は、

いずれもＡ社が適用事業所となった昭和61年11月１日に厚生年金保険の被保

険者資格を取得していることが確認できる上、当該日に資格取得した複数の同

僚は、「就職した時は、同社は厚生年金保険に加入していなかった。後に加入

する際に、事業主から説明を受けた。」と証言している。 

さらに、Ａ社は平成21年４月＊日に廃業しており、当時の事業主は死亡して

いることから、申立期間における申立人の厚生年金保険料控除について確認で

きない。 

加えて、申立人は、申立期間について国民年金保険料を納付していることが

確認できる。  

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認で

きる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。



                    

  

愛知厚生年金 事案 3508 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 25年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 54年４月１日から同年９月７日まで 

    同じグループ会社間の異動であったため、途中で厚生年金保険の被保険者

期間が欠けていることに納得できない。調査の上、申立期間について、厚生

年金保険の被保険者として認めてほしい。 

 

       

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ社から提出された在籍証明書及び退職所得の源泉徴収票・特別徴収票によ

り、申立人は、申立期間について同社に勤務していたことが認められる。 

   しかしながら、昭和 54 年９月７日以前からＢ社に勤務していたと申立人が

述べる同僚は、「私は、申立人と同じようにいったんＣ社を辞めて、間を置か

ずにＢ社に入社したが、グループ会社間といっても、Ｃ社からＢ社への出向と

いう制度は無かったと思う。」と証言している上、当該同僚の同社における厚

生年金保険被保険者資格取得日は、申立人と同じく同年９月７日であることが

確認できる。 

   また、健康保険組合は、Ｂ社における申立人の資格取得日は、厚生年金保険

の被保険者記録と同じ昭和 54 年９月７日であり、申立期間における被保険者

記録は確認できないと回答している。 

   さらに、雇用保険の記録によると、申立人は、Ｃ社を昭和 54年３月 31日に

離職し、Ｂ社において同年９月１日に資格取得しており、申立人のオンライン

記録とおおむね一致している。 

   このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認で

きる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

   これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。



                    

  

愛知厚生年金 事案 3509 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として、その主張する

標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 26年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成８年 10月から９年７月まで 

申立期間の標準報酬月額が、給料支払明細書の報酬月額よりも低い額に

なっているので、報酬月額に見合う標準報酬月額に訂正してほしい。 

 

第３  委員会の判断の理由 

申立人が所持している給料支払明細書により、申立期間に係る報酬額に見

合う標準報酬月額は、申立人が主張するとおり、オンライン記録の標準報酬

月額よりも高い額となっていることが確認できる。 

しかしながら、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関す

る法律に基づき標準報酬月額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正及

び保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められる保険料

額及び申立人の報酬月額のそれぞれに見合う標準報酬月額の範囲内であるこ

とから、これらの標準報酬月額のいずれか低い方の額を認定することとなる

ところ、給料支払明細書に記載された厚生年金保険料控除額に見合う標準報

酬月額は、オンライン記録の標準報酬月額より低額であることが確認できる。 

これらを総合的に判断すると、申立人が申立期間について、厚生年金保険

被保険者として、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業

主により給与から控除されていたと認めることはできない。 



                    

  

愛知厚生年金 事案 3510 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 16年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 32年８月１日から 33年４月 20日まで 

             ② 昭和 33年７月 15日から 35年７月 13日まで 

    中学を卒業したのは昭和 31 年３月であるが、怪我の治療により、１年５

か月後に入社したのに、社会保険事務所（当時）から送付されてきた回答書

は年月が異なっている。申立期間について、正しい厚生年金保険の被保険者

記録に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①について、オンライン記録により、申立人は、Ａ社において昭和

33年８月１日に厚生年金保険の被保険者資格を取得し、34年４月20日に資格を

喪失していることが確認できるところ、申立人は、資格取得日及び資格喪失日

が１年間違っており、32年８月１日から同社に勤務していたと主張している。 

しかしながら、Ａ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿によると、申

立人が昭和33年８月１日に資格取得し、34年４月20日に資格喪失した旨の記録

が確認できる上、同社における厚生年金保険の記号番号が、申立人と同日付け

で資格取得している同僚２人と連番で、33年８月15日に払い出されていること

が確認できる。   

また、Ａ社は、「申立期間当時のデータは保存しておらず、厚生年金保険の

事務手続などについては何も分からない。」と回答している。 

さらに、Ａ社において申立人と同日付けで資格取得している同僚２人のうち、

１人は既に死亡しており、別の１人は連絡先不明のため、申立人の入社時期を

特定できる証言は得られない。 

加えて、Ａ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿の申立期間における

健康保険の整理番号に欠番は見られない。 

申立期間②について、オンライン記録により、申立人は、Ｂ社において昭和

34年７月15日に厚生年金保険の被保険者資格を取得し、36年８月15日に資格を

喪失していることが確認できるところ、申立人は、資格取得日及び資格喪失日

が１年間違っており、33年７月15日から同社に勤務していたと主張している。 



                    

  

しかしながら、Ｂ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿によると、申

立人が昭和34年７月15日に資格取得し、36年８月15日に資格喪失した旨の記録

が確認できる上、同社における厚生年金保険被保険者記号番号払出簿によると、

申立人の記号番号は、同日付けで同僚３人と連番で払い出されていることが確

認できる。 

また、Ｂ社は、「申立期間当時の厚生年金保険の事務手続などについては不

明である。」と回答している。 

さらに、Ｂ社において申立人と同日付けで資格取得している同僚からも、申

立人の入社時期を特定できる証言は得られない。 

加えて、Ｂ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿の申立期間における

健康保険の整理番号に欠番は見られない。 

このほか、申立人の申立期間①及び②における勤務実態及び厚生年金保険料

の控除について確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。 



                    

  

愛知厚生年金 事案 3511 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 17年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 40年９月５日から 41年１月１日まで 

Ａ社の臨時建設員として勤務した同社Ｂ支店と同社Ｃ支店の厚生年金保

険の被保険者記録があって、同社Ｄ支店で臨時建設員として勤務していた間

の被保険者記録が無いのはおかしい。申立期間について、厚生年金保険の被

保険者として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人から提出された写真及び複数の同僚の証言から、申立人が、Ａ社Ｄ支

店に勤務していたことは確認できる。 

しかしながら、Ａ社Ｄ支店は、昭和 41 年１月１日に同社Ｃ支店として厚生

年金保険の適用事業所となっており、申立期間において適用事業所であった記

録は確認できない。 

また、Ａ社によれば、同社Ｄ支店は昭和 40年 12月＊日に同社Ｃ支店として

認可されるまで、建設所としての認可がおりず、また、社会保険事務所（当時）

への適用事業所の届出が遅れたため、申立期間において適用事業所とならなか

った。そのため、申立人を含めた臨時建設員は、いずれも厚生年金保険の被保

険者資格を取得しておらず、申立期間の給与から厚生年金保険料も控除してい

なかったと回答している。 

さらに、申立人と同じ臨時建設員として勤務していたとする同僚４人は、い

ずれも申立人と同様に、Ａ社Ｃ支店において昭和 41 年１月１日に被保険者資

格を取得していることは確認できるが、同社Ｄ支店に勤務していた申立期間当

時の被保険者記録は確認できない。 

加えて、申立人は、申立期間における雇用保険の記録も確認できず、Ａ社本

社の健康保険厚生年金保険被保険者名簿も確認したが、申立期間（資格取得者

42人）に申立人の名前は見当たらず、整理番号に欠番も無い。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認で

きる関連資料及び周辺事情も見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申



                    

  

立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。 



                    

  

愛知厚生年金 事案 3512 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 15年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 38年 10月から 39年１月まで 

② 昭和 40年２月から同年７月まで 

私はＡ社では受付業務、Ｂ社では営業をしていた。 

申立期間について、厚生年金保険の被保険者として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①について、申立人は、Ａ社の厚生年金保険被保険者記録が確認で

きる同僚を記憶していることから、時期は明らかではないが、同社に勤務して

いたことは推認できる。 

しかし、Ａ社は、昭和 39年 12月２日に厚生年金保険の適用事業所となって

おり、申立期間①において適用事業所であった記録は確認できない。 

また、Ａ社によれば、申立期間①当時の資料は無く、当時を知る人もいない

が、会社が社会保険の適用を受ける前であるため、厚生年金保険料を給与から

控除していないと考えられるとしている。 

さらに、申立人が名前を挙げた上述の同僚は、連絡先不明で周辺事情を調査

できない。 

申立期間②について、申立人は、Ｂ社の厚生年金保険被保険者記録が確認で

きる同僚を記憶していることから、時期は明らかではないが、同社に勤務して

いたことは推認できる。 

しかし、Ｂ社は、昭和 42 年３月１日に厚生年金保険の適用事業所となって

おり、申立期間②において適用事業所であった記録は確認できない。 

また、Ｂ社は、昭和 58年７月 16日に厚生年金保険の適用事業所ではなくな

っており、商業登記簿によれば、62 年１月＊日に解散している上、当時の事

業主とも連絡が取れないため、申立人の勤務実態及び厚生年金保険料の控除に

ついて確認できない。 

さらに、申立人が名前を挙げた上述の同僚は、協力を得られず周辺事情を調

査できない。 

加えて、申立期間②について、申立人に係る雇用保険の記録は確認できない。 



                    

  

このほか、申立人の申立期間①及び②における厚生年金保険料の控除につい

て確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。 



                    

  

愛知厚生年金 事案3513 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和７年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和27年10月31日から28年３月１日まで 

私のＡ社の被保険者期間は、昭和27年４月１日から同年10月31日までとさ

れているが、申立期間の被保険者記録が無いのは納得できない。 

したがって、申立期間について、厚生年金保険の被保険者として認めてほ

しい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人がＡ社の次に勤務したＢ社が保管している申立人に係る労働者名簿

によると、申立人のＡ社における在籍期間は、昭和26年９月から27年10月まで

であったことが確認できるとともに、当該労働者名簿及び雇用保険の記録によ

ると、申立人のＢ社における入社日は28年１月22日とされており、申立期間の

うち、27年10月31日から28年１月21日までの期間に係る申立人の勤務実態は確

認できないところ、申立人は、「Ａ社を退職してからＢ社に入社するまで、少

し期間があったかもしれない。」としている。 

また、申立期間のうち、昭和28年１月22日から同年３月１日までの期間につ

いては、Ｂ社が保管している健康保険厚生年金保険資格取得届の写しにより、

申立人の資格取得日は同年３月１日であったことが確認できるとともに、同社

保管の労働者名簿及び同社の健康保険厚生年金保険被保険者名簿によると、申

立人を含めた複数の同僚に、入社時期と資格取得時期に数か月の開きがあるこ

とが確認できることから、申立期間当時、同社においては入社と同時に厚生年

金保険の被保険者資格を取得させる取扱いを励行していなかったものと認め

られる。 

さらに、Ａ社は、平成16年６月に全喪し、当時の事業主も既に死亡しており、

申立人の申立期間に係る厚生年金保険料の控除について確認できない。 

加えて、申立人が名前を記憶している３人を含めて、Ａ社における厚生年金

保険被保険者記録が確認できる複数の同僚に聴取しても、申立人の申立期間

における同社での勤務実態をうかがわせる証言は得られなかった。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認で



                    

  

きる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業

主により給与から控除されていたと認めることはできない。 



                    

  

愛知厚生年金 事案 3514 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として、その主張する

標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 10年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成４年３月１日から 10年８月１日まで 

    私は、平成４年３月から 10 年７月までＡ社で勤務していたが、私が保管

している給料支払明細書に記載されている支給額に見合う標準報酬月額が、

社会保険庁（当時）に記録されている標準報酬月額より高いことが確認でき

る。したがって、申立期間について、標準報酬月額に係る記録を訂正してほ

しい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人から提出された平成４年３月分及び６年６月分の給料支払明細書に

記載されている支給額によると、申立人が主張するとおり、当該支給額に見合

う標準報酬月額は、オンライン記録の標準報酬月額を上回っていることが確認

できる。 

しかし、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に

基づき標準報酬月額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正及び保険給付

が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められる保険料額及び申立人

の報酬月額のそれぞれに見合う標準報酬月額の範囲内であることから、これら

の標準報酬月額のいずれか低い方の額を認定することとなるところ、当該給料

支払明細書に記載されている保険料控除額に見合う標準報酬月額は、オンライ

ン記録の標準報酬月額と一致していることが確認できる。  

また、申立期間のうち、申立人から給料支払明細書が提出されていない期間

について、Ａ社の同僚が保管している平成３年７月、８年11月、９年７月及び

10年７月の給料支払明細書を確認したが、いずれの月も申立人と同様に、同僚

も給与の支給額に見合う標準報酬月額は、オンライン記録の標準報酬月額を上

回っているものの、保険料控除額に見合う標準報酬月額は、オンライン記録の

標準報酬月額と一致するか、保険料控除額に見合う標準報酬月額の方が低いこ

とが確認できる。 

さらに、Ａ社では、申立期間当時の賃金台帳等の給与支払及び厚生年金保険



                    

  

料控除を確認できる資料については、保存期間経過のため現存しないとしてい

る。 

このほか、申立期間について、申立人の標準報酬月額の記録に誤りがあるこ

とをうかがわせる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主により給与か

ら控除されていたと認めることはできない。 



                    

  

愛知厚生年金 事案3515 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 13年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和32年９月13日から33年９月１日まで 

私は、Ａ社に昭和32年８月19日に入社し、33年８月末まで勤務した。 

しかし、年金記録を確認したところ、Ａ社に係る厚生年金保険被保険者期

間は昭和32年８月19日から同年９月13日までの１か月しかないことが分か

った。 

Ａ社には１年以上継続して勤務していたのは確かなので、申立期間につい

て、厚生年金保険の被保険者として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、同僚のＢ氏に誘われ、同氏と一緒にＡ社に入社したが同氏より先

に退職したとしているところ、同氏の同社における厚生年金保険被保険者資格

の喪失日は、昭和 33年６月９日であることが確認できる。 

また、申立期間のうち、昭和 32年９月 13日から 33年６月８日までの期間

についても、当該期間にＡ社における厚生年金保険被保険者記録が確認できる

同僚２人に聴取したが、申立人が当該期間に同社に勤務していたとする証言を

得ることはできなかった。 

さらに、当該同僚２人は、いずれもＡ社は短期間で辞める人も多かったので、

従業員のほとんどが厚生年金保険の被保険者資格を取得していなかったと証

言しているところ、申立人が記憶している同僚４人のうち３人について、申立

期間における同社の被保険者記録が確認できない。 

加えて、Ａ社は、昭和 41年 10月に厚生年金保険の適用事業所ではなくなっ

ている上、当時の事業主は既に死亡しており、申立人の勤務実態について確認

できない。 

このほか、申立人の申立期間における勤務実態及び厚生年金保険料の控除に

ついて確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。



                    

  

愛知厚生年金 事案 3516 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 11年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ①  昭和 30年９月から同年 10月５日まで 

             ②  昭和 32年９月から同年 11月３日まで 

    私は、毎年９月からＡ社で働き始めて、６か月間以上は勤務していたが、

申立期間について厚生年金保険被保険者となっていないので、厚生年金保険

の被保険者として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間①及び②について、当時の同僚が申立人とＡ社で一緒に仕事をして

いたと証言していることから、申立人は、当該期間において同社に勤務してい

たことがうかがえる。 

しかし、当該同僚は、Ａ社で申立人と同月に厚生年金保険被保険者資格を取

得していることが確認できるところ、「毎年、７月ぐらいから同社で勤務して

いたと記憶しているが、自分も厚生年金保険の被保険者期間が６か月間に満た

ない年がある。」としている。 

また、事業主は、「申立人の記録に関する資料は保存していないものの、社

員の勤務開始は毎年９月前後で、９月からと決まっておらず、勤務終了も製造

が終了次第、退職させていた。」と回答している。 

さらに、複数の同僚の被保険者資格取得月は、必ずしも申立人が主張する９

月ではなく、毎年９月から 11 月の間で厚生年金保険被保険者資格を取得して

いることが確認できる上、被保険者期間が６か月未満の年があり、申立人と同

様の取扱いとなっていることが確認できる。 

加えて、申立期間①について、申立人に係る厚生年金保険被保険者台帳及び

健康保険厚生年金保険被保険者名簿によると、申立人の資格取得日は、いずれ

の記録も昭和 30年 10月５日であることが確認できるとともに、申立期間②に



                    

  

ついて、申立人に係る厚生年金保険被保険者記号番号払出簿及び健康保険厚生

年金保険被保険者名簿によると、申立人の資格取得日は、いずれの記録も 32

年 11 月３日であることが確認でき、同日に資格取得している同僚と連番で払

い出されていることから、社会保険事務所（当時）の事務処理に不自然な状況

は見当たらない。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料控除について確認でき

る関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

 これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。 



                    

  

愛知厚生年金 事案3517 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 大正 11年生 

    住 所 ：               

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和21年６月から27年７月まで 

    私は、昭和21年６月から27年７月まで、期間は不明だが、Ａ社及びＢ社に

勤務していたのに、厚生年金保険の被保険者記録が無いので、調査して、記

録を訂正してほしい。 

       

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社は、「当時の資料は無いので、申立人が勤務していたことは確認できな

いが、中途入社の社員は、社会保険に加入していなかった。」と回答している。    

また、申立期間においてＡ社の厚生年金保険の被保険者となっている複数の

同僚に照会したが、申立人の主張を裏付ける証言を得ることはできない。 

一方、Ｂ社の同僚は、「申立人は、自分が入社した昭和22年４月時点では、

既に同社の食堂及び事業主宅に勤務していた。いつまで勤務していたか具体的

には分からない。」と証言していることから、申立人は、当時、同社に勤務し

ていたことがうかがえる。 

しかし、当該同僚は、「事業主宅等で勤務していた申立人は、正社員ではな

く、厚生年金保険被保険者の資格を取得していなかったと思う。」と証言して

いる。 

また、Ｂ社は合併されている上、当時の事業主は他界しており、当該事業

主の息子に照会したところ、「同社に関する資料は無く、申立人の勤務を確認

できない。」と回答している。 

さらに、申立人に係る厚生年金保険被保険者台帳、健康保険厚生年金保険

被保険者名簿及びオンライン記録は一致しており、社会保険事務所（当時）の

記録に不自然さは見当たらない。 

このほか、申立人の申立期間における勤務実態及び厚生年金保険料の控除



                    

  

について確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない上、申立人のＡ社及

びＢ社での勤務期間に係る記憶は曖昧
あいまい

である。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。



                    

  

愛知厚生年金 事案3518 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 13年生 

    住 所 ：  

              

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和30年10月31日から31年10月１日まで 

    私は、Ａ社に昭和29年４月１日から31年９月末日まで勤務したにもかかわ

らず、同社の資格喪失日が、30年10月31日となっているため、申立期間につ

いて、厚生年金保険の被保険者として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  申立人がＡ社を退職後に入社したＢ社の職員名簿により、申立人は、昭和30

年10月19日にＡ社を退職し、同年10月20日にＢ社に臨時作業員（時間制要員）

として配属された後、31年10月１日に試用員に採用され、同年12月１日に正

社員となっていることが確認できることから、申立人は申立期間において同

社に臨時作業員（時間制要員）として勤務していたことが認められる。 

また、Ｂ社の総務担当者は、臨時作業員（時間制要員）は、正社員よりも勤

務時間が短いこともあって厚生年金保険被保険者の資格を取得しておらず、試

用員及び正社員となってから資格取得していた旨証言している。 

  さらに、申立人のＡ社に係る厚生年金保険被保険者台帳（旧台帳）とオンラ

イン記録の資格喪失日は一致している。 

  加えて、Ａ社は、申立期間について、給与から厚生年金保険料を控除してい

たことを確認できる関連資料は保管していないと回答している上、申立期間

当時の経理責任者は既に他界しており証言を得ることができない。 

  このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認で

きる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。



                    

  

愛知厚生年金 事案3519 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 14年生 

    住 所 ：  

              

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ①  昭和32年３月27日から33年４月１日まで 

②  昭和34年１月20日から36年４月１日まで 

③  昭和40年１月20日から41年５月１日まで 

    私は、昭和32年３月に高校を卒業し、すぐにＡ社で勤務し、約４年勤めた

記憶があるにもかかわらず、厚生年金保険の記録は９か月しかないことに納

得できない。Ｂ社では39年５月４日の入社から約２年勤務していたが、厚生

年金保険被保険者の資格喪失日が40年１月20日になっている。調査して、申

立期間について、厚生年金保険の被保険者として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①について、申立人から提出されたＡ社の慰安旅行の写真（昭和32

年３月27日の日付）及び複数の同僚の証言から、申立人が当該期間において同

社に勤務していたことが推認できる。 

しかし、申立人と連番で厚生年金保険被保険者の記号番号が払い出された同

僚（昭和33年４月１日資格取得）は、Ａ社は入社後すぐに厚生年金保険被保険

者資格を取得させていなかった旨証言しており、申立期間当時、同社において

は、入社と同時に厚生年金保険被保険者資格を取得させる取扱いを必ずしも励

行していなかったことがうかがえる。 

また、申立人のＡ社における厚生年金保険被保険者記号番号払出簿によると、

申立人の資格取得日は、健康保険厚生年金保険被保険者名簿の記録と同じく昭

和33年４月１日と記載されている。 

申立期間②について、Ａ社の元事業主は、「私が入社した昭和34年９月ごろ

には申立人は勤務していなかった。」と回答している。 

また、Ａ社の申立期間当時の事業主及び経理担当者は、既に他界しているた



                    

  

め証言を得ることができない上、同社は、申立期間に係る関連資料は保管して

おらず、厚生年金保険料の控除については不明と回答している。 

さらに、複数の同僚に聴取しても、申立人の当該期間における勤務実態をう

かがわせる証言は得られない。 

申立期間③について、申立人は、「Ｂ社Ｃ支店の食品部門の開設後、約２年

間勤務していた。」と主張しているものの、申立人が自分の退職時に勤務して

いたと記憶する同僚は、「私は、昭和40年に他店に異動した。申立人は商売の

勉強のため、２、３年の勤務という話で入社したが、１年ぐらいで退職したこ

とを覚えている。」と証言している。 

また、Ｂ社は、既に清算結了しており、同社の当時の事業主及び経理担当者

は、既に他界しているため証言を得ることはできない上、同社の後継会社は、

「当時の関係資料は保存していないため、申立人の勤務実態及び保険料控除に

ついては不明。」と回答している。 

さらに、申立人は当該期間において国民年金に加入しており、当該期間に係

る国民年金保険料を納付していることが確認できる。 

このほか、申立人の申立期間①、②及び③における厚生年金保険料の控除に

ついて確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

  これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間①、②及び③に係る厚生年金

保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 



                    

  

愛知厚生年金 事案 3520 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和８年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和29年７月15日から30年１月１日まで 

    私は、昭和29年３月から９か月間、Ａ社に勤務した。同年12月に同社の忘

年会に出席した時の写真を証拠として提出する。同年７月15日で被保険者記

録が切れているのは、何かの間違いであると思うので、調査の上、被保険者

記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、昭和29年12月の時点でＡ社に勤務していた証拠として、同社の忘

年会の写真を提出しているが、当該写真に写っている同僚11人のうち２人は、

同年12月以前に同社の被保険者資格を喪失していることが確認できるととも

に、申立人が同社退職後に手紙をもらったと記憶しているほかの同僚も、同年

12月以前に資格喪失していることが確認できる上、申立人が同年12月であった

と主張している同社事業主の親族の婚礼道具披露の時期について、同社事業主

の親族は28年に行ったとしている。 

また、申立人は、Ａ社に９か月間勤務したと主張しているが、複数の同僚に

聴取しても、申立人の主張を裏付ける証言を得ることができない。 

さらに、Ａ社は、申立期間に係る関連資料は保管しておらず、申立人の勤務

期間及び厚生年金保険料の控除については不明と回答している上、当時の事業

主及びその妻は、既に他界しており証言を得ることができない。 

このほか、申立人の申立期間における勤務実態及び厚生年金保険料の控除に

ついて確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。



                    

  

愛知厚生年金 事案 3521 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 32年生 

    住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成11年４月１日から同年５月16日まで 

私はＡ社に平成11年４月１日から勤務していたが、厚生年金保険被保険

者の資格取得日は同年５月16日となっている。調査して、申立期間につい

て、厚生年金保険の被保険者として認めてほしい。 

    

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された雇用契約書及び同僚の証言から、申立人が申立期間に同

社に勤務していたことは認められる。  

 しかし、申立人は、申立期間において国民年金第３号被保険者記録（平成11

年１月30日資格取得、同年５月16日資格喪失）が確認できる上、申立人の健康

保険組合の記録、雇用保険被保険者記録及び厚生年金保険被保険者記録の資格

取得日は、すべて同年５月16日となっている。 

また、Ａ社から提出された賃金台帳及び事業主の回答から、同社の厚生年金

保険料は当月控除であることがうかがえるところ、当該賃金台帳によれば、申

立人は、平成11年４月の給与から厚生年金保険料を控除されていなかったこと

が確認できる。 

さらに、同僚は、Ａ社に入社した後、約１か月半は試用期間があった旨回答

しているところ、事業主は、「同社においては、約１か月半の試用期間があり、

試用期間が終了後、従業員の面談を行い、雇用の継続を確認した上で、厚生年

金保険の被保険者資格取得手続をしていた。」と証言していることから、申立

人が平成11年４月１日に同社に入社し、約１か月半の試用期間が終了した後、

同年５月16日に厚生年金保険の被保険者資格取得手続がなされたものと考え

られる。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認で

きる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。



                    

  

愛知厚生年金 事案3522 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることは

できない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 18年生 

    住 所 ：  

              

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和34年４月１日から42年10月30日まで 

    社会保険事務所（当時）で年金記録を確認したところ、申立期間について

は脱退手当金として支給済みと言われた。しかし、脱退手当金を受け取った

記憶は無く納得できないので、申立期間について、厚生年金保険の被保険者

として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の健康保険厚生年金保険被保険者原票には脱退手当金の支給を意味

する「脱」の表示が記されているとともに、申立期間の脱退手当金は、支給額

に計算上の誤りは無く、申立期間に係る厚生年金保険被保険者資格喪失日から

約３か月後の昭和43年１月25日に支給決定されているなど、一連の事務処理に

不自然さはうかがえない。 

   また、申立人から聴取しても受給した記憶が無いというほかに脱退手当金を

受給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

   これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申立期

間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。



                    

  

愛知厚生年金 事案3523 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることは

できない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 17年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和42年１月16日から同年７月11日まで 

厚生年金保険の被保険者期間を確認したところ、私は、申立期間及び申立

期間前に勤務していた事業所に係る脱退手当金を昭和42年11月28日に受給

したとされていることが分かった。 

しかし、私は、申立期間前に勤務していた事業所の厚生年金保険被保険者

期間については、結婚退職した昭和41年11月ごろに脱退手当金を受給した記

憶はあるが、その後は脱退手当金を受給した記憶は無いので、申立期間につ

いて、厚生年金保険の被保険者として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、オンライン記録上、申立期間と合算して脱退手当金が支給された

こととなっている申立期間前に勤務した期間の脱退手当金を申立期間前の昭

和41年11月ごろに受給したと主張しているが、申立期間前に脱退手当金の支給

記録は無いほか、脱退手当金を受給していたことをうかがわせる事情は無く、

申立人の主張は不自然である。 

また、申立人の申立期間に係る事業所の健康保険厚生年金保険被保険者名簿

には、脱退手当金の支給を意味する「脱」の表示が記されているとともに、オ

ンライン記録上、申立期間後に申立期間とそれ以前の期間を基礎として支給さ

れており、同一の被保険者記号番号で管理されている申立期間とそれ以前の期

間を支給期間とした脱退手当金の支給額に計算上の誤りは無く、申立期間に係

る厚生年金保険被保険者資格喪失日から約４か月後の昭和42年11月28日に支

給決定されているなど、一連の事務処理に不自然さはうかがえない。 

さらに、申立人から聴取しても、申立期間を含む脱退手当金を受給したこ

とを疑わせる事情は見当たらない。 

これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申立期

間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 


